
次第 

第３期第７回豊島区子どもの権利委員会 
 

日時：令和６年２月２９日（木）午後６時３０分から 

場所：豊島区役所本庁舎５階 ５０９・５１０会議室 

 

１．開 会 

 

 

２．議 事 

（１）「豊島区子ども・若者総合計画」改定に係る子どもの実態・意識に関する調査の結 

   果（速報 権利関係部分抜粋） 

   ＊「豊島区子ども・若者総合計画」の改定に向けた、子どもの実態・意識に関するアンケート調査

結果のうち、子どもの権利に関する部分を抜粋した速報について 

  

 （２）子どもの権利推進計画実施状況について 

   ＊子ども・若者総合計画に含まれる子どもの権利推進計画の主な事業の令和４年度実施状況報告 

 

（３）子どもの権利推進計画改定に関しての答申案（事務局案）について 

    

 

 

３．報 告  

 

（１）令和５年度「としま子ども会議」実施報告会について（子ども若者課） 

   ＊「豊島区子どもの権利に関する条例」に規定されている、「としま子ども会議」で令和５年度に

実施した報告会について 

 

 

４．閉 会 

 

【配布資料】 

資料１ （未定稿）アンケート調査報告書 権利部分抜粋 

資料１－２ アンケート調査回収率と前回との比較 

資料１－３ 現在の計画の進捗を測る指標としている項目に関する調査回答状況 

資料２ 豊島区子ども・若者総合計画（令和２～６年度） 令和 4年度実施状況 

資料２補足 子ども・若者総合計画と一体として策定している子どもの権利推進計画の実施状況報告 

 資料３ 答申（事務局案） 

 資料３補足 次期子どもの権利推進計画への意見（補足） 

 資料３補足別紙 こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 

 資料３補足別紙２ 諮問書（第 3期子どもの権利委員会） 

 資料３－２ 別紙１主な事業の主管課評価と子どもの権利委員会からの意見 

 資料３－３ 別紙２主な事業の主管課評価と子どもの権利委員会からの意見 

 資料４ 令和５年度としま子ども会議「報告会」について 



 

 

 

 

豊島区子ども・若者の実態・意識に関する調査 

 

 

 

作成中 

 

 

令和６年２月 

豊 島 区 

 

 

 

  

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
資料１
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第１章 調査の概要 

１ アンケート調査の概要 

１-１ 調査目的 

「豊島区子ども・若者総合計画」（令和２年３月策定）改定するにあたり、豊島区の子どもや

若者に関する施策に役立てるため、子どもの生活実態や子育て支援に関するご意見をお伺いし

ました。 

 

１-２ 調査期間と方法 

調査期間：令和 5年 11月 10日（金曜日）から 12月 1日（金曜日） 

調査方法：郵送による配布、郵送および WEBによる回収（区民対象調査については令状を兼ね

た督促を実施 

 

１-３ 調査対象 

調査票種類 対象者 配布数 回収数 回収率 

就学前児童保護者 0～5 歳保護者 1,500   816   54.4%   

小学生保護者 小学１～３年生保護者 1,500 750 657 376 43.8% 50.1% 

小学４～６年生保護者 750 281 37.5% 

中高生保護者 中学生保護者 750   246   32.8%   

高校生保護者 750   209   27.9%   

小中学生 小学４～６年生本人 750   213   28.4%   

中学生本人 750   180   24.0%   

高校生 高校生本人 750   148   19.7%   

若者 18～29 歳若者 1,500   280   18.7%   

地域団体等   350   220   62.9%   

区施設職員   300   278   92.7%   

  計 8,900   3,258   36.6%   
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調査票種類 対象者

就学前児童保護者 0～5歳保護者 1,500 816 54.4%

小学１～３年生保護者 750 376 50.1%

小学４～６年生保護者 750 281 37.5%

中学生保護者 750 246 32.8%

高校生保護者 750 209 27.9%

小学４～６年生本人 750 213 28.4%

中学生本人 750 180 24.0%

高校生 高校生本人 750 148 19.7%

若者 18～29歳若者 1,500 280 18.7%

地域団体等 350 220 62.9%

区施設職員 300 278 92.7%

計 8,900 3,258 36.6%

中高生保護者

小中学生

配布数 回収数 回収率

小学生保護者 1,500 657 43.8%
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第２章 調査結果 

１ 回答者属性 

１-１ 年齢 

１-１ １) 子どもの年齢階層 

 若者について年齢階層を区分すると、「18-19歳」が 5.4％、「20-24歳」が 13.5％、「25-30

歳」が 15.2％でした。 
 

 
 

１-１ ２) 保護者回答による子どもの年齢 

 小学３年生以下について、100票以上の回答を得られました。 
 

 
 

１-２ 子ども・若者の家族構成 

 「ふたり親と子」が 63.8％、「ひとり親と子」が 10.2％、「三世代」が 5.1％、単身が

12.4％でした。 

 
小中 F3 高 F3）若 F5） 

１-３ 若者の状況 

１-３ １) 学歴 

 若者「４年制大学・大学院」が最も多く 74.6％でした。 
 

 
若 F3） 

１-３ ２) 就労状況 

 「正規の社員・職員・従業員」が最も多く 48.9％で、次いで「学生・生徒（予備校生などを

小学4-6 年生 中学生 高校生等 18-19 歳 20-24 歳 25-30 歳

821 213 180 148 44 111 125

100.0 25.9 21.9 18.0 5.4 13.5 15.2

調査数
年齢階層　上段：実数、下段：％

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳
小学１
年生

小学２
年生

小学３
年生

小学４
年生

小学５
年生

小学６
年生

中学１
年生

中学２
年生

中学３
年生

高校１
年生年
齢

高校２
年生年
齢

高校３
年生年
齢

無回答

1939 143 137 128 139 135 127 115 128 125 90 98 89 82 65 60 75 58 39 106
100.0 7.4 7.1 6.6 7.2 7.0 6.5 5.9 6.6 6.4 4.6 5.1 4.6 4.2 3.4 3.1 3.9 3.0 2.0 5.5

調査数

年齢・学年　上段：実数、下段：％

ふたり親と子 ひとり親と子 三世代 単身
パートナーと
自分

その他 無回答

821 524 84 42 102 47 15 7
100.0 63.8 10.2 5.1 12.4 5.7 1.8 0.9

調査数
家族構成　上段：実数、下段：％

中学校
高等学校（全
日制）

高等学校（定時
制・通信制・サ
ポート校）

専門学校
４年制大学・
大学院

高等専門学
校・短期大学

その他 無回答

280 2 19 5 33 209 6 5 1
100.0 0.7 6.8 1.8 11.8 74.6 2.1 1.8 0.4

調査数

最後に卒業（中退を含む）した、または現在在学している学校　上段：実数、下段：％



 

4 

含む）」が 33.6％でした。 

 

 
若 F9） 

１-３ ３) 婚姻 

 「結婚していない」が最も多く 87.1％でした。 

 

 
若 F4） 

１-３ ４) 生計 

 生計をささえている人は、「あなた自身」が最も多く 46.1％、次いで「父親」が 33.6％でし

た。 

 

 
若 F6） 

 生計をささえている人の主な収入源は、「就労、事業による収入（農業収入を含む）」が

95.4％でした。 

 

 
若 F7） 

 暮らし向きは、「普通」が 48.9％で、「どちらかというと低い」「低い」の合計は 12.9％でし

た。 

 

 
若 F8） 

学生・生
徒（予備
校生など
を含む）

パート・
アルバイ
ト（学生
除く）

派遣社
員

契約社
員・嘱
託

正規の社
員・職
員・従業
員

会社な
どの役
員

自営
業・自
由業

家族従
業者・
内職

専業主
婦・主
夫

家事手
伝い

無職（仕
事を探し
ている）

無職（仕
事を探し
ていな
い）

その他 無回答

280 94 20 2 5 137 3 5 0 4 2 5 2 1 0
100.0 33.6 7.1 0.7 1.8 48.9 1.1 1.8 0.0 1.4 0.7 1.8 0.7 0.4 0.0

調査数

あなたの就学・就業状況　上段：実数、下段：％

結婚している
（事実婚を含
む）

結婚したこと
はあるが、今
はしていない

結婚していな
い

無回答

280 35 1 244 0
100.0 12.5 0.4 87.1 0.0

調査数

あなたの現在の婚姻状況　上段：実数、下段：％

あなた自身 父親 母親
配偶者・パー
トナー

兄弟姉妹
他の家族や親
せき

わからない、
答えられない

無回答

280 129 94 27 21 0 1 3 5
100.0 46.1 33.6 9.6 7.5 0.0 0.4 1.1 1.8

調査数

生計を支えている方仕送りで生計を立てている方は、その仕送りをしている方　上段：実数、下段：％

就労、事業に
よる収入（農
業収入を含
む）

預金やその利
息、財産からの
収入（株の配当
や不動産賃料な
ど）

年金 生活保護 その他
わからない、
答えられない

無回答

280 267 0 3 1 6 3 0
100.0 95.4 0.0 1.1 0.4 2.1 1.1 0.0

調査数

主に生計を支えている方の主な収入源　上段：実数、下段：％

高い
どちらかとい
うと高い

普通
どちらかとい
うと低い

低い 無回答

280 31 76 137 29 7 0
100.0 11.1 27.1 48.9 10.4 2.5 0.0

調査数

あなたの暮らし向きは、世間一般と比べてみて、どれにあたると思われますか。
上段：実数、下段：％
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２ 豊島区子どもの権利条例について 

２-１ 豊島区子どもの権利条例について 

■２-１-１）『豊島区子どもの権利に関する条例』を知っていますか。 SA 

 「全体は「知らない」が最も多く 52.4％、次いで「聞いたことがあるが内容はよく分からな

い」が 26.0％でした。 

 小学生保護者は「聞いたことがあるが内容はよく分からない」が最も多く 40.5％、次いで

「知らない」が 39.7％でした。 

 就学前児童保護者、中学生保護者、高校生等保護者、小学 4-6 年生、中学生、高校生等、若

者は「知らない」が最も多く、就学前児童保護者は 64.1％、中学生保護者は 53.3％、高校

生等保護者は 51.7％、小学 4-6 年生は 66.7％、中学生は 68.9％、高校生等は 83.8％、若者

は 85.4％で、地域団体等、区施設職員が「知っている」が最も多く、地域団体等は

57.3％、区施設職員は 77.0％でした。 

  

 
団 10 職 12 前保 32 小保 22 中高保 28 小中 24 高 25 若 19） 

 

■２-１-２）どのように知りましたか。 （複数回答） 

 就学前児童保護者、中学生保護者、高校生等保護者は「広報としま」が最も多くそれぞれ

42.4％、56.1％、71.9％でした。 

 小学生保護者は「パンフレット」が最も多く 49.9％、次いで「広報としま」が 48.8％でし

知っている
聞いたことがあるが内容は
よく分からない 知らない   無回答

1 1 1 1

N =

  全  体 3258

就学前児童保護者 816

小学生保護者 657

中学生保護者 246

高校生等保護者 209

小学4-6 年生 214

中学生 179

高校生等 148

若者 280

地域団体等 220

区施設職員 278

20.6 

12.0 

19.0 

15.4 

11.0 

8.9 

11.7 

1.4 

1.8 

57.3 

77.0 

26.0 

23.3 

40.5 

30.9 

34.9 

23.0 

17.8 

14.2 

12.1 

25.5 

15.8 

52.4 

64.1 

39.7 

53.3 

51.7 

66.7 

68.9 

83.8 

85.4 

14.5 

6.1 

1.0 

0.6 

0.8 

0.4 

2.4 

1.4 

1.7 

0.7 

0.7 

2.7 

1.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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た。 

 
前保 32 小保 22 中高保 28） 

 

  

N = 889

％

広報としま

パンフレット

豊島区のホーム
ページ

学校の先生の話

子どもの話

その他

50.2 

37.5 

16.0 

7.3 

4.7 

8.5 

2.7 

42.4 

28.5 

21.9 

7.6 

2.1 

11.1 

48.8 

49.9 

10.2 

7.7 

5.4 

5.9 

56.1 

29.8 

20.2 

8.8 

12.3 

10.5 

71.9 

22.9 

16.7 

3.1 

1.0 

9.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全 体

就学前児童保護者

小学生保護者

中学生保護者

高校生等保護者
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 小学 4-6 年生、中学生、高校生等は「学校の先生の話」が最も多く、それぞれ 41.2％、

45.3％、43.5％、小学 4-6 年生は「パンフレット・カード」も多く、39.7％でした。 

 若者は「広報としま」が最も多く 38.5％、次いで「豊島区のホームページ」が 35.9％でし

た。 

 
小中 24 高 25 若 19） 

N = 183

％

広報としま

パンフレット・
カード

豊島区のホーム
ページ

学校の先生の話

親や友だちの話

出前講座・出張講
座

その他

25.1 

29.5 

19.7 

36.1 

12.0 

4.9 

7.1 

0.5 

16.2 

39.7 

10.3 

41.2 

19.1 

10.3 

8.8 

26.4 

28.3 

24.5 

45.3 

9.4 

3.8 

3.8 

26.1 

17.4 

8.7 

43.5 

13.0 

0.0 

4.3 

38.5 

20.5 

35.9 

10.3 

2.6 

0.0 

10.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全 体

小学4-6 年生

中学生

高校生等

若者
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 地域団体等は「広報としま」が最も多く 43.4％、次いで「職場での話」が 43.4％でした。 

 区施設職員は「職員研修」が最も多く 62.0％、次いで「職場での話」が 60.1％でした。 

 
団 10 職 12） 

 

  

N = 440

％

職場での話

職員研修

パンフレット

豊島区のホーム
ページ

広報としま

知人・友人の話

その他

53.2 

48.4 

36.6 

22.7 

26.4 

4.1 

3.2 

2.5 

43.4 

29.1 

32.4 

20.3 

43.4 

7.1 

4.4 

60.1 

62.0 

39.5 

24.4 

14.3 

1.9 

2.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全 体

地域団体等

区施設職員
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■２-１-３）豊島区が子どもの権利に関して行っている次のことを知っていますか。 （複数回

答） 

 就学前児童保護者は「知っているものはない」が最も多く 62％、次いで「豊島区児童相談

所」が 30.5％でした。 

 小学生保護者、中学生保護者、高校生等保護者は「豊島区児童相談所」が最も多く、それぞ

れ小学生保護者は 46.1％、中学生保護者は 49.2％、高校生等保護者は 49.3％でした。 

 小学 4-6 年生、中学生、高校生等、若者は「知っているものはない」が最も多く、それぞれ

小学 4-6 年生は 56.3％、中学生は 57.8％、高校生等は 66.2％、若者は 70％でした。 

 地域団体等、区施設職員は「豊島区児童相談所」が最も多く、地域団体等は 89.5％、区施設

職員は 86.7％で、次に多い回答は、地域団体等は「子どもの権利擁護委員」が 37.7％、区

施設職員は「としま子ども会議」が 57.6％でした。 

 
団 12 職 14 前保 33 小保 23 中高保 29 小中 25 高 26 若 20）  

N = 3258　　％

子どもの権利擁護
委員

としま子ども会議

としま子どもの権
利横断室

豊島区児童相談所

知っているものは
ない

12.6 

20.6 

11.2 

44.3 

45.8 

0.6 

4.4 

8.1 

4.8 

30.5 

62.0 

12.3 

26.8 

13.4 

46.1 

36.8 

9.3 

23.6 

8.9 

49.2 

41.9 

9.1 

18.7 

4.8 

49.3 

42.6 

8.5 

25.4 

12.7 

26.3 

56.3 

5.6 

20.0 

6.1 

29.4 

57.8 

2.7 

2.7 

0.7 

30.4 

66.2 

1.8 

3.6 

1.8 

25.4 

70.0 

37.7 

30.0 

34.1 

89.5 

5.9 

46.0 

57.6 

31.3 

86.7 

5.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全 体
就学前児童保護者
小学生保護者
中学生保護者
高校生等保護者
小学4-6 年生
中学生
高校生等
若者
地域団体等
区施設職員
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■２-１-４）あなたの地域や団体では、あなたが「子どもの権利」を学ぶ機会がありますか。 

（複数回答） 

 地域団体等は「ない」が 56.4％、区施設職員は「ある」が 74.8％でした。 

  

 
団 13 職 15） 

■２-１-５）あなたの地域や団体では、子どもが「子どもの権利」を学ぶ機会がありますか。 

（複数回答） 

 地域団体等は「ない」が 66.8％、区施設職員は「ある」が 54.7％でした。 

  

 
団 14 職 16） 

  

ある ない 無回答

1 1 1

調査対象 N =

  全  体 498

地域団体等 220

区施設職員 278

59.4

40.0

74.8

38.4

56.4

24.1

2.2

3.6

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

1 1 1

調査対象 N =

  全  体 498

地域団体等 220

区施設職員 278

39.6

20.5

54.7

53.2

66.8

42.4

7.2

12.7

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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２-２ ７つの子どもの権利が守られているか 

■２-２-１）愛情と理解をもって育まれ、差別を受けずに安心・安全な環境で生活でき、虐待や

体罰、いじめを受けない。 SA 

 すべての対象で、「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の合計が「どちらかといえ

ば、そう思わない」「そう思わない」の合計より多く、最も低い就学前児童保護者で

86.2％、最も高い高校生等で 98.7％でした。 

    

 
団 11 職 13 前保 36 小保 25 中高保 31 高 27 若 21） 

■２-２-２）一人ひとりの違いが認められ、自分らしさを大切にしながら成長することができ

る。プライバシーが尊重される。 SA 

 すべての対象で、「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の合計が「どちらかといえ

ば、そう思わない」「そう思わない」の合計より多く、最も低い地域団体等で 80.0％、最も

高い高校生等で 97.3％でした。 

    

 
団 11 職 13 前保 36 小保 25 中高保 31 高 27 若 21） 

そう思う
どちらかといえば、そ
う思う

どちらかといえば、そ
う思わない

そう思わない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 2865 1.04

就学前児童保護者 816 0.88

小学生保護者 657 1.11

中学生保護者 246 1.23

高校生等保護者 209 1.24

高校生等 148 1.41

若者 280 1.19

地域団体等 220 0.70

区施設職員 278 0.92

60.5

47.7

68.8

75.6

74.2

89.9

76.4

31.4

47.5

30.4

38.5

23.6

19.1

20.6

8.8

15.4

54.5

47.1

5.1

6.9

4.7

3.3

1.4

0.0

5.0

8.2

4.3

1.5

2.3

1.7

0.4

0.5

0.0

1.8

1.8

0.7

2.6

4.7

1.2

1.6

3.3

1.4

1.4

4.1

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う
どちらかといえば、そ
う思う

どちらかといえば、そ
う思わない

そう思わない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 2865 0.99

就学前児童保護者 816 0.84

小学生保護者 657 1.07

中学生保護者 246 1.18

高校生等保護者 209 1.12

高校生等 148 1.36

若者 280 1.17

地域団体等 220 0.60

区施設職員 278 0.91

56.7

43.8

65.3

71.1

65.6

85.1

73.9

26.4

48.6

32.6

41.8

25.9

22.8

26.3

12.2

17.1

53.6

44.2

6.6

7.6

5.9

4.5

4.3

0.0

5.4

13.6

6.5

1.3

1.7

1.5

0.0

0.5

0.7

1.4

1.8

0.7

2.8

5.1

1.4

1.6

3.3

2.0

2.1

4.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どちらかといえば、そう思わない そう思わない
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■２-２-３）自分の成長に合わせて、自分のことを決められる。必要な情報は周りの人から分か

りやすく説明してもらえる。 SA 

 すべての対象で、「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の合計が「どちらかといえ

ば、そう思わない」「そう思わない」の合計より多く、最も低い地域団体等で 72.7％、最も

高い高校生等で 96.6％でした。 

    

 
団 11 職 13 前保 36 小保 25 中高保 31 高 27 若 21） 

■２-２-４）自分の思っていることを人に伝えることができ、家や学校で何かを決めるときに意

見が尊重される。 SA 

 すべての対象で、「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の合計が「どちらかといえ

ば、そう思わない」「そう思わない」の合計より多く、最も低い地域団体等で 77.3％、最も

高い高校生等で 96.7％でした。 

    

 
団 11 職 13 前保 36 小保 25 中高保 31 高 27 若 21） 

そう思う
どちらかといえば、そ
う思う

どちらかといえば、そ
う思わない

そう思わない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 2865 0.89

就学前児童保護者 816 0.68

小学生保護者 657 1.01

中学生保護者 246 1.09

高校生等保護者 209 1.07

高校生等 148 1.33

若者 280 1.12

地域団体等 220 0.44

区施設職員 278 0.76

51.4

36.8

61.0

65.9

63.6

83.8

70.4

19.5

39.9

33.4

40.6

28.8

24.4

25.4

12.8

19.6

53.2

47.1

10.4

15.1

7.2

8.1

5.7

0.7

5.4

20.5

11.9

1.8

2.5

1.7

0.0

1.4

0.7

2.1

2.3

1.1

2.9

5.1

1.4

1.6

3.8

2.0

2.5

4.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う
どちらかといえば、そ
う思う

どちらかといえば、そ
う思わない

そう思わない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 2865 0.93

就学前児童保護者 816 0.76

小学生保護者 657 1.06

中学生保護者 246 1.14

高校生等保護者 209 1.09

高校生等 148 1.31

若者 280 1.15

地域団体等 220 0.47

区施設職員 278 0.75

51.9

37.4

63.3

69.1

62.7

81.8

71.1

16.8

38.5

36.3

46.2

28.6

23.6

28.7

14.9

21.1

60.5

48.9

7.3

8.8

5.2

5.7

5.3

0.7

4.6

14.5

11.2

1.5

2.2

1.4

0.0

0.0

0.7

1.4

2.7

1.1

3.0

5.4

1.5

1.6

3.3

2.0

1.8

5.5

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■２-２-５）自分の成長に合わせて遊んだり、学んだり、仲間と集まることができる。休んだり

自由な時間を過ごすことができる。 SA 

 すべての対象で、「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の合計が「どちらかといえ

ば、そう思わない」「そう思わない」の合計より多く、最も低い地域団体等で 66.4％、最も

高い高校生等で 96.0％でした。 

    

 
団 11 職 13 前保 36 小保 25 中高保 31 高 27 若 21） 

■２-２-６）大切な地域の一員として地域活動に参加することができる。地域の文化や伝統を学

び、地域をよく知ることができる。 SA 

 すべての対象で、「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の合計が「どちらかといえ

ば、そう思わない」「そう思わない」の合計より多く、最も低い就学前児童保護者で

74.4％、最も高い高校生等で 89.8％でした。 

    

 
団 11 職 13 前保 36 小保 25 中高保 31 高 27 若 21） 

そう思う
どちらかといえば、そ
う思う

どちらかといえば、そ
う思わない

そう思わない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 2865 0.91

就学前児童保護者 816 0.77

小学生保護者 657 1.02

中学生保護者 246 1.08

高校生等保護者 209 1.08

高校生等 148 1.33

若者 280 1.21

地域団体等 220 0.38

区施設職員 278 0.66

53.4

41.1

63.8

65.0

65.1

84.5

74.3

19.1

37.1

31.5

40.4

23.7

25.2

24.4

11.5

20.4

47.3

43.5

10.6

10.8

10.0

7.3

5.3

1.4

2.5

28.2

17.3

1.5

2.2

1.2

0.4

1.9

0.7

1.1

1.4

1.8

2.9

5.5

1.2

2.0

3.3

2.0

1.8

4.1

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う
どちらかといえば、そ
う思う

どちらかといえば、そ
う思わない

そう思わない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 2865 0.75

就学前児童保護者 816 0.58

小学生保護者 657 0.89

中学生保護者 246 0.90

高校生等保護者 209 0.88

高校生等 148 0.98

若者 280 0.92

地域団体等 220 0.50

区施設職員 278 0.57

42.2

32.0

51.3

51.2

48.8

57.4

58.2

24.1

29.1

39.6

42.4

37.1

35.8

36.8

32.4

25.4

51.8

49.3

12.7

15.8

7.8

10.2

9.6

6.1

11.8

18.6

19.4

2.7

4.3

2.4

0.8

1.4

2.0

2.5

2.7

1.4

2.9

5.5

1.4

2.0

3.3

2.0

2.1

2.7

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらかといえば、そう思わない そう思わない 無回答
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■２-２-７）不安に思うことや困っていることを相談でき、虐待や体罰、いじめなどにあったと

きは助けを求める事ができる。 SA 

 すべての対象で、「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の合計が「どちらかといえ

ば、そう思わない」「そう思わない」の合計より多く、最も低い地域団体等で 68.6％、最も

高い高校生等で 95.2％でした。 

         

 
団 11 職 13 前保 36 小保 25 中高保 31 高 27 若 21） 

 

２-３ 子どもの意見表明について 

■２-３-１）これまでに国政選挙や地方選挙に行っていますか。 SA 

 若者は「毎回行っていた」が最も多く 47.1％、次いで「ときどき行っていた」が 36.4％で

した。 

  

 
若 15） 

■２-３-２）今後、国政選挙や地方選挙に行きますか。 SA 

 高校生等、若者は「行く」が最も多く、それぞれ 88.5％で 80.7％でした。 

  

 
高 21 若 15） 

そう思う
どちらかといえば、そ
う思う

どちらかといえば、そ
う思わない

そう思わない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 2865 0.90

就学前児童保護者 816 0.64

小学生保護者 657 1.08

中学生保護者 246 1.18

高校生等保護者 209 1.10

高校生等 148 1.31

若者 280 1.18

地域団体等 220 0.34

区施設職員 278 0.81

52.7

33.9

65.8

74.0

67.9

82.4

75.7

14.5

39.2

32.6

42.8

25.7

17.9

20.1

12.8

15.4

54.1

51.4

9.6

15.0

5.3

5.7

5.7

0.0

5.7

23.2

7.9

2.1

3.1

1.8

0.8

2.4

2.0

1.4

3.2

0.4

3.0

5.3

1.4

1.6

3.8

2.7

1.8

5.0

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

毎回行っていた ときどき行っていた 行っていない 無回答

1 1 1 1

調査対象 N =

若者 280 47.1 36.4 15.7 0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行く 行かない 無回答

1 1 1

調査対象 N =

  全  体 428

高校生等 148

若者 280

83.4

88.5

80.7

15.4

10.8

17.9

1.2

0.7

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行く 行かない 無回答
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■２-３-３）家で何かを決めるとき、あなたは意見を言えるようになっていますか。 SA 

 すべての対象で、「とても、なっている」「だいたい、なっている」の合計が「あまり、なっ

ていない」「まったく、なっていない」の合計より多く、最も低い小学 4-6 年生で 86.4％、

最も高い高校生等で 93.9％でした。 

    

 
小中 21 高 23 若 16） 

■２-３-４）家であなたの意見や思いは大切にされましたか。 SA 

 すべての対象で、「とてもされた」「だいたい、された」の合計が「あまりされていない」

「まったく、されなかった」の合計より多く、最も低い若者で 94.1％、最も高い高校生等で

96.4％でした。 

    

 
小中 2２高 24 若 17） 

■２-３-５）あなたは、ふだん家で子どもの話をよく聞いていますか。 SA 

 すべての対象で、「聞いている」「ときどき聞いている」の合計が「あまり聞いていない」

「聞いていない」、最も低い高校生等保護者で 94.7％、最も高い小学生保護者等で 97.7％で

した。 

    

 
小保 17 中高保 14） 

とても、なっている だいたい、なっている あまり、なっていない
まったく、なっていな
い

無回答

1 1 1 1 1

N = 平均値

  全  体 821 0.90

小学4-6 年生 214 0.80

中学生 179 0.99

高校生等 148 0.97

若者 280 0.88

49.2 

43.2 

56.1 

53.4 

47.1 

41.2 

43.2 

35.6 

40.5 

43.6 

6.9 

10.8 

5.6 

4.1 

6.4 

1.3 

1.4 

1.1 

1.4 

1.4 

1.3 

1.4 

1.7 

0.7 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもされた だいたい、された あまりされていない
まったく、されなかっ
た

無回答

1 1 1 1 1

N = 平均値

  全  体 742 0.95

小学4-6 年生 185 0.98

中学生 164 1.02

高校生等 139 0.94

若者 254 0.88

49.3 

52.2 

54.5 

48.2 

44.5 

46.0 

42.9 

41.8 

48.2 

49.6 

4.0 

4.3 

3.0 

2.9 

5.1 

0.4 

0.0 

0.0 

0.7 

0.8 

0.3 

0.5 

0.6 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもされた だいたい、された あまりされていない まったく、されなかった 無回答

聞いている ときどき聞いている あまり聞いていない 聞いていない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 1112 1.20

小学生保護者 657 1.22

中学生保護者 246 1.17

高校生等保護者 209 1.14

72.4

74.6

69.9

68.4

24.6

23.1

26.8

26.3

2.2

1.5

2.8

3.8

0.4

0.5

0.0

0.5

0.4

0.3

0.4

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■２-３-６）あなたは、子どものことをわかっていると思いますか。 SA 

 すべての対象で、「わかっている」「だいたいわかっている」の合計が「あまりわかっていな

い」「わかっていない」の合計より多く、最も低い中学生保護者で 86.1％、最も高い小学生

保護者で 96.4％でした。 

    

 
小保 19 中高保 16） 

■２-３-７）あなたは、家で何かを決めるとき、子どもの思いや考えを取り入れていますか。 

SA 

 すべての対象で、「取り入れている」「ときどき取り入れている」の合計が「あまり取り入れ

ていない」「取り入れていない」の合計より多く、最も低い中学生保護者で 95.9％、最も高

い高校生等保護者で 98.1％でした。 

  

 
小保 20 中高保 17） 

■２-３-８）学校で何かを決めるとき、あなたは意見を言えるようになっていますか。 SA 

 すべての対象で、「とても、なっている」「だいたい、なっている」の合計が「あまりなって

いない」「まったく、なっていない」の合計より多く、全体で 56.7％でした。 

    

 
小中 22 高 24 若 17） 

わかっている だいたいわかっている あまりわかっていない わかっていない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 1112 0.53

小学生保護者 657 0.58

中学生保護者 246 0.44

高校生等保護者 209 0.50

14.0

16.1

8.9

13.4

75.4

75.0

77.2

74.6

9.4

7.8

12.6

11.0

0.7

0.5

1.2

1…

0.4

0…

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り入れている
ときどき取り入れてい
る

あまり取り入れていな
い

取り入れていない 無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N =

  全  体 1112

小学生保護者 657

中学生保護者 246

高校生等保護者 209

59.2

58.4

56.9

64.1

38.4

39.6

39.0

34.0

1.8

1.4

3.7

1.0

0.3

0.2

0.4

0.5

0.4

0.5

0.0

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り入れていない 無回答

とても、なっている だいたい、なっている あまりなっていない
まったく、なっていな
い

無回答

1 1 1 1 1

N = 平均値

  全  体 821 0.44

小学4-6 年生 214 0.37

中学生 179 0.42

高校生等 148 0.46

若者 280 0.57

24.8 

28.2 

32.2 

25.0 

17.5 

31.9 

35.7 

31.7 

49.3 

20.0 

19.6 

25.8 

28.3 

20.9 

8.6 

5.0 

8.0 

5.6 

4.1 

2.9 

18.6 

2.3 

2.2 

0.7 

51.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■２-３-９）学校であなたの意見や思いは大切にされましたか。 SA 

 すべての対象で、とてもされた」「だいたい、された」の合計が「あまりされていない」「ま

ったく、されなかった」の合計より多く、最も低い小学 4-6 年生で 91.2％、最も高い高校

生等で 98.2％でした。 

    

 
小中 22 高 24 若 17） 

  

とてもされた だいたい、された あまりされていない
まったく、されなかっ
た

無回答

1 1 1 1 1

N = 平均値

  全  体 466 0.80

小学4-6 年生 137 0.75

中学生 114 0.81

高校生等 110 0.80

若者 105 0.86

35.2 

33.8 

38.3 

31.8 

37.1 

59.0 

57.4 

53.0 

66.4 

60.0 

4.5 

5.9 

7.8 

1.8 

1.9 

0.4 

1.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.9 

1.5 

0.9 

0.0 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■２-３-１０）あなたは、地域の活動・イベント・ボランティア等に参加したことがあります

か。 

高校生等、若者は「参加したことがない」が最も多く、高校生等で 49.3％でした。若者で

54.3％、小学 4-6 年生、中学生は「地域のお祭りや運動会などのイベント」が最も多く、小

学 4-6 年生で 50.7％、中学生で 46.7％でした。 

 
小中 23 高 22 若 18） 

  

N = 821
％

地域の掃除やごみ拾
いなどのボランティ
ア活動

地域のお祭りや運動
会などのイベント

地域の人とまちづく
りなどについて考え
る活動

ボーイスカウト・
ガールスカウト

その他

参加したことがない

  無回答

19.0 

40.8 

3.5 

2.4 

2.8 

45.2 

2.1 

18.8 

50.7 

3.8 

3.3 

2.8 

35.2 

2.8 

19.4 

46.7 

5.0 

1.1 

6.1 

39.4 

2.2 

20.9 

37.2 

2.7 

2.7 

1.4 

49.3 

1.4 

17.9 

31.4 

2.9 

2.5 

1.4 

54.3 

1.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全 体

小学4-6 年生

中学生

高校生等

若者
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■２-３-１１）地域で何かをしたり、決めたりするとき、大人から事前の説明がありましたか。 

SA 

 すべての対象で、とてもされた」「だいたい、された」の合計が「あまりされていない」「ま

ったく、されなかった」の合計より多く、最も低い高校生等で 65.8％、最も高い小学 4-6 

年生で 81.9％でした。 

  

 
小中 23 高 22 若 18 

■２-３-１２）地域で何かをしたり、決めたりするとき、あなたは意見を言えるようになってい

ますか。 SA 

 すべての対象で、「あまりなっていない」「まったく、なっていない」の合計が「とても、な

っている」「だいたい、なっている」の合計より多く、最も低い若者で 56.1％、最も高い高

校生等で 69.9％でした。 

    

 
小中 23 高 22 若 18） 

  

十分にあった ときどき、あった あまり、なかった まったく、なかった 無回答

1 1 1 1 1

N = 平均値

  全  体 433 0.64

小学4-6 年生 133 0.82

中学生 104 0.69

高校生等 73 0.42

若者 123 0.52

43.2 

56.1 

41.9 

37.0 

34.1 

31.9 

25.8 

38.1 

28.8 

35.0 

14.8 

9.1 

6.7 

20.5 

24.4 

7.6 

6.8 

9.5 

12.3 

4.1 

2.5 

2.3 

3.8 

1.4 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても、なっている だいたい、なっている あまりなっていない
まったく、なっていな
い

無回答

1 1 1 1 1

N = 平均値

  全  体 433 -0.29

小学4-6 年生 133 -0.17

中学生 104 -0.31

高校生等 73 -0.57

若者 123 -0.23

8.3 

12.9 

8.6 

1.4 

7.3 

28.4 

26.5 

27.6 

23.3 

34.1 

34.4 

37.1 

30.5 

37.0 

33.3 

24.7 

19.7 

27.6 

32.9 

22.8 

4.2 

3.8 

5.7 

5.5 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■２-３-１３）地域であなたの意見や思いは大切にされましたか。 SA 

 すべての対象で、「とてもされた」「だいたい、された」の合計が「あまりされていない」

「まったく、されなかった」の合計より多く、最も低い高校生等で 94.1％、最も高い若者で

100.0％でした。 

    

 
小中 23 高 22 若 18） 

 

 

とてもされた だいたい、された あまりされていない
まったく、されなかっ
た

無回答

1 1 1 1 1

調査対象 N = 平均値

  全  体 159 0.74

小学4-6 年生 52 0.79

中学生 38 0.74

高校生等 18 0.62

若者 51 0.74

25.8

32.7

26.3

11.1

23.5

71.7

63.5

71.1

83.3

76.5

1.9

3.8

2.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

5.6

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

豊島区子ども・若者の実態・意識に関する調査 

 
作成日：令和６年３月 

委 託：豊島区 子ども家庭部子ども若者課 

〒171-8422 豊島区南池袋 2-45-1 

TEL 03-4566-2471 

受 託：株式会社 地域総合計画研究所 

 
 



アンケート調査回収率と前回との比較 

 

アンケート調査の結果（速報値、単純集計） 

（１）回収率 

 

 

（２）前回の回収率との比較 

  調査票種類 対象者 件数 
H30 

回収率 
R5 

回収率 

1 

保護者 

就学前児童保護者 0～5歳の子どもの保護者 1,500件 49.2 54.4 

2 小学生保護者 6～11歳の子どもの保護者 1,500件 47.3 43.8 

3 
中学・高校生等保

護者 
12～17歳の子どもの保護者 1,500件 

36.3 30.3 

4 
子ども 

若者 

小学校 4～6年生  
上記 2 の世帯の 9～11 歳の子ど

も本人 
750件 

37.2 28.4 

5 中学生・高校生等 上記 3の世帯の子ども本人 1,500件 30.3 21.9 

6 若者 18歳～29歳の若者本人 1,500件 20.1 18.7 

合計 8,250件 36.7 33.5 

7 
地域団

体等 
地域団体等 

町会長、民生・児童委員、保護司、

青少年育成委員等 
350件 

60.5 62.9 

8 区施設職員 
保育園、幼稚園、小中学校、子ど

もスキップ等の職員 
300件 

90.7 92.7 

合計 650件 74.5 76.6 

 

調査票種類 対象者

就学前児童保護者 0～5歳保護者 1,500 816 54.4%

小学１～３年生保護者 750 376 50.1%

小学４～６年生保護者 750 281 37.5%

中学生保護者 750 246 32.8%

高校生保護者 750 209 27.9%

小学４～６年生本人 750 213 28.4%

中学生本人 750 180 24.0%

高校生 高校生本人 750 148 19.7%

若者 18～29歳若者 1,500 280 18.7%

地域団体等 350 220 62.9%

区施設職員 300 278 92.7%

計 8,900 3,258 36.6%

中高生保護者

小中学生

配布数 回収数 回収率

小学生保護者 1,500 657 43.8%

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
資料１-２
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現在の計画の進捗を測る指標としている項目に関する調査回答状況 

 

〇平成３０年に実施した調査と、今回の調査で同一の質問をしているものは令和５年度

の調査結果を入れています。 

〇平成３０年に実施した調査と同一の質問がない場合は、現在の指標に関連する質問へ

の回答結果を入れています。その場合、指標名の後ろに（H３０）（R5）と表示してい

ます。 

 

取組の方向性１ 子どもの権利に関する理解促進 

【計画の進捗を測る指標】 

指標名 平成３０年度の調査結果 
目指す方向性 

（令和 6年度） 
令和５年度の調査結果 

「子どもの権利に関する

条例」を「知っている」と

回答した人の割合 

・子ども      3.3％ 

・保護者      8.8％ 

・若者     1.0％ 

・区施設職員 68.8％ 

・地域団体   47.6％ 

↗ 

・子ども      7.8％ 

・保護者     14.7％ 

・若者     1.8％ 

・区施設職員 77.0％ 

・地域団体   57.3％ 

職場や地域で子どもが子

どもの権利を学ぶ機会が

「ある」と回答した区施設

職員・地域団体の人の割合 

・区施設職員 27.9％ 

・地域団体  27.8％ ↗ ・区施設職員 54.7％ 

・地域団体  20.5％ 

自分のことが「好き」と回

答した子どもの割合 

・小学生 44.8％ 

・中高生 31.2％ ↗ 
・小学生 46.3％ 

・中高生 37.6％ 

 

取組の方向性２ 子どもの意見表明・参加の促進 

【計画の進捗を測る指標】 

指標名 平成３０年度の調査結果 
目指す方向性 

（令和 6年度） 
令和５年度の調査結果 

・家庭で親が子どもの意

見を「聞いている」と回答

した子どもの割合（H30） 

・小学生 74.2％ 

・中高生 70.3％ 

↗ 

 

・家で何かを決めるとき、

意見を言えるようになっ

ていると回答した子ども

の割合（R5） 

 
・小学生 86.5％ 

・中高生 92.7％ 

子どもが自主的・主体的に

地域や活動に参加できる

機会が「どちらかというと

ある」を回答した区民の割

合 

（協働のまちづくりに関

する区民意識調査） 

18歳以上の区民 

    21.8％ ↗ 
18 歳以上の区民 

 19.9％ 

過去 1 年間に地域での行

事や活動に参加したこと

がないと回答した子ども

の割合 

・小学生 13.3％ 

・中高生 42.4％ ↘ 
・小学生 35.0％ 

・中高生 44.0％ 

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
資料１-３



2 

 

 

取組の方向性３ 子どもの居場所・活動の充実 

【計画の進捗を測る指標】 

指標名 平成３０年度の調査結果 
目指す方向性 

（令和 6年度） 
令和５年度の調査結果 

子どもの遊び場が充実

していると回答した保

護者の割合 

・就学前 35.0％ 

・小学生 19.4％ 

・中高生 17.6％ 
↗ 

・就学前 60.1％ 

・小学生 40.5％ 

・中高生 39.1％ 

区の施設や事業の満足

度 

・子どもスキップ 58.2％ 

・中高生センター 60.5％ 

・公園      52.7％ 

・学校の校庭開放・施設開放 

         56.9％ 

↗ 

・子どもスキップ 62.5％ 

・中高生センター 66.1％ 

・公園      66.9％ 

・学校の校庭開放・施設開放 

         66.8％ 

地域で遊んだりスポー

ツしたりする場所があ

ると回答した子どもの

割合 

（安心して自分の好き

なことをする場所があ

るかという質問） 

・小学生 85.3％ 

・中高生 61.1％ 

↗ 

 

ホッとできる場所はど

こですか 
 

年齢別で一番多い回答 

・小学生 家庭 79.3％ 

・中学生 家庭 66.1％ 

・高校生年齢 家庭 62.8％ 
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取組の方向性４ 子どもの権利侵害の防止及び相談・救済 

 

【計画の進捗を測る指標】 

指標名 平成３０年度の調査結果 
目指す方向性 

（令和 6年度） 
令和５年度の調査結果 

いじめや虐待から子ど

もを守る体制が、「どち

らかというと整備され

ている」と回答した区民

の割合 

（協働のまちづくりに

関する区民意識調査） 

18歳以上の区民 

   7.0％ 

↗ 

 

児童虐待やドメスティ

ックバイオレンス（配偶

者暴力）の影響などから

子どもを守る体制が「ど

ちらかというと」整備さ

れていると回答した区

民の割合 

（協働のまちづくりに

関する区民意識調査） 

 
18 歳以上の区民 

8.0％ 

・困ったり悩んだりした

ときに相談窓口を利用

したくないと回答した

子どもの割合（H30） 

・小学生 47.7％ 

・中高生 62.0％ 

↘ 

 

・ものごとがうまくいか

ず落ち込んだときに誰

にも相談したり、助けて

もらったりしようと思

わないと回答した子ど

もの割合（R5） 

 

・小学生 9.3％ 

・中学生 14.5％ 

・高校生 5.4％ 

・若者  9.3％ 

 

 

・子どもの権利相談室、

アシスとしまを利用し

たいと思わないと回答

した子どもの割合（R5） 

 

・小学生 28.0％ 

・中学生 40.2％ 

・高校生等 33.8％ 

 

・子どもからの専用電話

相談（フリーダイヤル）

の認知度（H30） 

・小学生 21.1％ 

・中高生 16.7％ 

↗ 

 

・家庭や学校以外で悩み

を相談できる場所（なや

みみフリーダイヤル、ア

シスとしま）の認知度 

（R5） 

 

・小学生 67.8％ 

・中学生 59.2％ 

・高校生等 35.1％ 

・若者  15.4％ 

 



　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　子どもの権利に関する理解促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　子どもの権利侵害の防止及び相談・救済・・・・・・・・・・・・・・・・・・９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　子どもの意見表明・参加促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　子どもの居場所・活動の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇実績値について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【　】は目標値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　(　)は達成率を表しています

豊島区子ども・若者総合計画(令和2年～6年度）

　　令和４年度実施状況調査　【重点事業】

目標Ⅰ 子どもの権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
資料２



―

①子どもの権利の普及啓発・情報発信

子どもの権利の普及啓発・理解促進を図ります。

子どもに分かりやすいリーフレットを作成するなど、対象者に合わせた手法を実施します。

目標値の性質

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （1）子ども権利に関する理解促進

既存のパンフレット等について、連絡先一覧の全体的な見直し
を行った。
また、周知用パンフレット（一般用）及び周知カード（中学生用）
を小中学校にて引き続き配付した。
その他、周知用パンフレット（マンガ版）及び学習用パンフレット
を区立小中学校のタブレットに電子データを掲載し、子どもがい
つでも簡単に見られるよう改善を図る。

B

事
業
の
概
要

事業名（A）

「子どもの権利」の理
解」の普及・啓発

小学生用リーフレットやマンガ版リーフレット、妊産婦向け小冊子など、
対象に合わせてわかりやすい広報資料を作成し、学校や子どもに関わ
る施設等に配布します。

事業目標（C）

子どもの権利に関する条例
の普及を図ります。

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

目
標
管
理

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

リーフレット等を増
やす（小学生・マ
ンガ版、妊産婦向
け小冊子等）

学習用パンフ
レットの作成

周知用パンフ
レットの作成を
する。

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

豊島区子どもの権利に関する条例を踏まえ、令和５年度に新たに「と
しま子どもの権利相談室」を設置することから、それを踏まえ既存の
パンフレット等の内容を更新する。
周知用パンフレット（マンガ版）及び学習用パンフレットを区立小中学
校のタブレットに電子データを掲載し、子どもがいつでも簡単に見られ
るよう改善を図った。

周知用パンフ
レット等の修

正・配付

A

担当課（B）

子ども若者課

事業内容（D）

. 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

必要

不要

令和4年度以降は新しく改訂した周知用パンフレットを区内の小中学
生に配布した後、新たな普及啓発ツールを作成する。

既存のリーフレット２種類を区立小中学校にて配付するととも
に、新たに代々木アニメーション学院と提携し、周知用パンフ
レットを作成した。

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）
事業目標に資する

令和2年度の取組内容（I）

B
令和3年度以降は子どもの権利条例周知用パンフレットの内容を改訂
する予定ほか、新たな普及啓発のツールについて検討する。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

既存のリーフレット２種類を区立小中学校にて配付するととも
に、新たに小学校4～6年生向けの学習パンフレットを作成した。

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

目標

内容

重点事業　1

目標値
（令和6年度）

（G）

普及啓発媒体
の種類

リーフレット2種類
（一般・中高生）で広
報を実施

1



子どもの権利に関する研修や出前講座、学校での学習プログラム等を実施します。

②3回 ②10回
②出前講座実
施回数

①③は数値維持継続型    ②数値上昇型

②子どもの権利に関する学習機会の確保・学習支援

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （1）子ども権利に関する理解促進

子どもの権利について学ぶ機会を確保します。

目標値の性質

子ども若者課
出前講座は、人権教育推進校巣鴨小学校にて講座を行った。ま
た、ファミリーサポートセンターで援助会員に向けても講座を
行った。
指導課
「豊島区子どもの権利条例」に関する内容を取り入れた研修を
実施した。

子ども若者課
令和4年度以降は新型コロナウイルス感染症対策を考慮し、オンライ
ンでの開催を視野に入れた上で、まずは策定時の水準に戻し、状況
を勘案して、令和6年度の目標値を目指す。
指導課
全小・中学校の教育課程に「豊島区子どもの権利条例」についての学
習を位置付ける。教員研修は継続して実施する。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

担当課（B） 事業目標（C） 事業内容（D）

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

子ども若者課
保育士、子どもに関わる施設職員に対する子ども研修におい
て、子どもの権利に関する研修を実施するとともに、全職員を対
象としたe-ラーニング「子どもの権利」を実施し、22％の職員が
受講した。また、ファミリーサポートセンター援助会員を対象に出
張講座を実施した。
指導課
人権教育に関する研究開発指定校において、各教科における
「豊島区子どもの権利条例」に関する学習を実差し指導する教
員の人権意識を高めた。

子ども若者課
引き続き、職員に向けた研修を実施していくとともに、研修・講座の実
施について、状況を勘案しながら策定時の水準に戻し、令和6年度の
目標値を目指す。
指導課
全小・中学校の教育課程に「豊島区子どもの権利条例」についての学
習を位置付ける。教員研修は継続して実施する。

事
業
の
概
要

事業名（A）

学校教諭や保育士、子どもに関わる施設職員に対して子どもの権利に
関する研修や、地域のおとなに対する講座を実施します。

目
標
管
理

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①職員研修実
施回数

①2回 ①5回
①1回
【5回】
（20％）

①4回
【5回】
（80％）

子ども若者課
①３回【５回】

（60％）
指導課

①５回【５回】
（100％）

C

C

③区民講演会
実施回数

職員研修は小規模で開催、その他は新型コロナウイルスによ
り、一堂に人数を集めることを避けるため、実施せず。

C
令和3年度以降は新型コロナウイルス感染症対策を考慮し、オンライ
ンでの開催を視野に入れた上で、まずは策定時の水準に戻し、状況
を勘案して、令和6年度の目標値を目指す。

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

③1回

必要

不要

③0回
【2回】
（0％）

③0回
【2回】
（0％）

③０回
【２回】
（0％）

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

③2回

②0回
【５回】
（0％）

②１回
【５回】
（20％）

②２回
【５回】
（20％）

目標

内容

「子どもの権利」に関
する研修・講座の実
施

子ども若者課
指導課

子どもに関わるおとなに子ど
もの権利を学ぶ機会を提供し
ます。

重点事業　3

2



①数値上昇型   ②数値維持継続型

①子どもの意見表明・参加の仕組みづくり

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （2）子どもの意見表明・参加の促進

目標値の性質

としま子ども会議の開
催

子ども若者課
子どもの区政への参加と意
見表明の機会を提供します。

「子どもの権利に関する条例」に基づく「としま子ども会議」として、区内
の小中高校生が、区政に関するテーマについて話し合い、意見を
まとめて区長や区職員等に発表します。区は子どもの意見を聞き、施策
に反映するよう努めます。

①4人
【20人】

（13.3％）

①16人
【15人】

（53.3％）

①18人
【20人】
（60％）

必要

②1件
②0件
【１件】
（0％）

②0件
【１件】
（0％）

②0件
【1件】
（0％）

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

①30人

令和6年度

①参加者数 ①実施に向けて検討中

担当課（B） 事業目標（C） 事業内容（D）

計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

年度別実績及び達成度（H）

不要

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

会議6回、意見発表会1回を開催しました。コロナ対策を講じた
上で、対面でのワークショップ形式で実施しました。ファシリテー
ターとして、テーマに関係する部署の若手職員に参加してもらう
ことで議論を深めることができました。

B

計画などの改定時期などで、子どもの意見を施策に反映したい各課
からテーマを募集し、事前にテーマを定めます。募集段階でテーマを
公表した上で参加者を募ることにより、子どもたちの意見を施策に反
映しやすくなります。職員ファシリテーターはテーマを応募した部署の
職員が参加し、子どもたちの声を直接聞く機会になります。

7月～11月にかけて全6回会議を実施し、12月に意見発表会を
開催した。会議は新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため
Web会議形式で実施した。

C

子ども会議の参加者数向上のために、区立小中学校・区内私立中学
高等学校・区内都立高校の児童・生徒向けに募集用チラシを配付し
事業の広報・周知及び参加者数の向上に努める。また、子どもたちの
意見や想いを区の施策に繋げられるよう、会議の初回に基本計画担
当者から区の施策や取組についての講演を実施する。

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

会議6回、意見発表会1回を開催した。コロナ対策を講じた上で、
対面でのワークショップ形式で実施した。ファシリテーターとし
て、テーマに関係する部署の若手職員に参加してもらうことで議
論を深めることができた。

B

区立小中学校、区内高等学校の児童・生徒向けに募集用チラシを配
付し、事業の広報・周知に努めるとともに、定員の拡大を図る。
引き続き、関係部署の職員をファシリテーターに迎え、活発な話し合
いができるようにアシストしていく。

②提案採択数 ②実施に向けて検討中

目標

内容

重点事業　6

事
業
の
概
要

事業名（A）

目
標
管
理

目標（E）

子どもの区政への参加と意見表明の機会を提供します。

意見表明や参加を促進するための事業を実施します。
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約2カ月の休館を経てSNS配信の充実及び中高生の自主的な
活動を支え映像制作やｲﾍﾞﾝﾄを実施。また問題を抱える利用者
増加に伴い、日々のコミュニケーションから心身が傷ついた中高
生を早期発見し、関係機関との連携により対応している。

B

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

①1,952人
【1,900人】

(98%)

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

子どもの居場所・活動の充実

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

目
標
管
理

②27,457人
【21,000人】

(92%)

コロナ禍から徐々に日常を取り戻しつつある状況の中、感染症
対策を講じながら中高生の日常を取り戻す企画事業を展開しま
した。
一方で、生きづらさを抱えた中高生が増加傾向にあり、何等か
の事情で学校へ行くことが出来ない中高生の居場所としての
ニーズの高まりに対し検討を開始しました。

B

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （3）子どもの居場所・活動の充実

①子どもの居場所の充実

目標

内容

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

②延べ利用者
数

②18,762人
【32,000人】
（62.5％）

②24,854人
【26,000人】
（82.8％）

重点事業11

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B） 事業目標（C）

①数値上昇型　　　②数値維持継続型目標値の性質

必要 ①2,000人
②30,000人

ジャンプ東池袋大規模改修（R4年9月～R6年1月）が実施されるため
不要

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

事業内容（D）

⑪中高生センターの
運営

子ども若者課
中高生の放課後の居場所を
提供し、自主的な活動を支援
します。

中高生等が音楽、スポーツ活動、友だちとの語らいや情報交換などを行
う場として中高生センターを運営し、自主的な活動や社会参加等を支援
します。また、中高生の心身が傷つけられないよう、関係諸機関や団体
と連携して、その予防や早期発見に努めています。

①登録者数 ①1,980人 ①2,200人
①1,649人
【1,800人】
（82.5％）

①1,893人
【1,900人】
（94.7％）

令和6年度

午前中の施設活用として、中学校等と連携し、学校へ行くことが出来
ない中高生の居場所事業の展開を具体化していきます。

令和4年度以降の取組の方向性（K）

コロナ禍だからこそリアルな居場所の必要性を感じ感染症対策
を講じながら運営した。日常的な関わりから困難な状況にある
中高生の早期発見を目指し、関係機関と連携・対応した。

B 引き続き子どもの居場所・活動の充実を図る。

②26,896人 ②32,000人

目標値
（令和6年度）

（G）

子どもの居場所を充実します。

施設整備の検討、既存の居場所事業の内容を充実します。
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目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （3）子どもの居場所・活動の充実

①子どもの居場所の充実

内容

目標

子どもスキップの運
営・改築

放課後対策
課

小学生の放課後の居場所を
提供し、放課後児童支援員
の指導のもと、安心・安全な
遊びを通じて子どもたちの交
流を図ります。

目
標
管
理

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

感染症対策のため、子どもスキップ一般利用については休止し
た。8月に「スキップの日」として各施設週2回程度、一般利用者
を受け入れた。
（実績外となるが、№16校庭開放は通年実施。）

C 引続き感染症対策を講じつつ、段階的に一般利用を再開していく。

令和3年度以降の取組の方向性（K）

事業内容（D）

小学生の放課後の安全・安心な居場所として、区立小学校22校に、校
舎内、敷地内または隣接地にて、学童クラブの機能を持たせた子どもス
キップを運営しています。また、別棟建設などで利用者数増加に対応す
るなど施設面での改善を図り、より一層安全・安心な環境を整えていま
す。

延べ利用者数 535,760人 540,000人

302,177人
内訳　学童クラ

ブ
（301,787人）

一般利用
（390人）

【540,000人】
（56％）

415,653人
内訳　学童クラ

ブ
（412,258人）

一般利用
（3,395人）

【540,000人】
（77％）

526,031人
内訳　学童クラ

ブ
（469,620人）

一般利用
（56,411人）
【540,000人】

（97％）

重点事業　12

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B） 事業目標（C）

目標値の性質

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M）

感染症対策を徹底し、子どもスキップ一般利用「スキップの日」
実施回数を増加させ、一般利用者を受け入れた。
（実績外となるが、№16校庭開放は通年実施した。）

引続き感染症対策を講じつつ、全面再開に向けて段階的に一般利用
を拡大していく。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

見直した理由（N）

必要

不要

令和5年度以降の取組の方向性（K）

感染症対策を講じながら、「スキップの日」として学年や人数を
制限して一般利用を実施しました。令和4年9月より、全学年を対
象に一度帰宅してからの一般利用を再開、さらに令和5年1月よ
り1～3年生の直接利用を再開し、全面再開に向けて、一般利用
を拡大しました。

一般利用を全面再開し、放課後の安全な居場所の確保に努めます。

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

B

B

数値維持継続型

子どもの居場所を充実します。

施設整備の検討、既存の居場所事業の内容を充実します。

5



目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M）

感染対策を行いながら、引き続き、子どもたちの自由な発想で安心し
て遊べる場所を提供する。外遊びが体験できる機会を増やせるよう出
張プレーパークを実施する。

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

必要

不要

目
標
管
理

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①参加者数

B

A

①31,002人 ①35,000人

事業内容（D）

プレーパーク事業 子ども若者課
子どもたちが屋外で安全に楽
しく遊べる機会の充実を図り
ます。

子どもが自由で豊かな遊びと多様な体験ができるプレーパーク（冒険遊
び場）事業を推進します。池袋本町プレーパークの他、身近な地域で冒
険遊びなどを体験できるよう、出張プレーパークを実施します。また、池
袋本町プレーパークは、子どもが自由に過ごし、自分らしく、ゆったりと
安心できる場所としての機能も併せ持ちます。

見直した理由（N）

池袋本町プレーパークは4/25から5/31まで緊急事態宣言の影
響で実施しなかったが、年間を通じ屋外で自由な発想で自分ら
しく遊べる場所を提供した。身近な地域で冒険遊び体験が出来
る出張プレーパークを実施しているが、２年度に引き続き保育
園、スキップに限定し8回実施した。

常設の池袋本町プレーパークでは年間を通し、屋外で自由な発想で
自分らしく遊べる場所を提供する。身近な地域で冒険遊びを体験でき
るよう出張プレーパークを保育園、スキップ限定から範囲を広げて開
催する。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

年間を通じ池袋本町プレーパークを実施し、屋外で自由な発想
で自分らしく遊べる場所を提供しました。地域で実施する出張プ
レーパークはコロナ禍のため保育園での実施を主に行い、感染
状況を考慮しながら公園等で実施し、多くの子どもたちに外遊び
の体験の場を提供しました。

常設の池袋本町プレーパークは年間を通じ、屋外での自由な発想で
自分らしく遊べる場所の提供を行います。身近な地域で実施する出張
プレーパークは公園での実施を主とし、近隣の複数の保育園などが
利用できるようにし、区民ひろばでも実施します。

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

②出張プレー
パーク開催数

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

池袋本町プレーパークは、緊急事態宣言の影響で4月中旬と5
月が実施できなかったが、屋外で子どもが自由な発想で自分ら
しく遊べる場所を提供した。出張プレーパークは保育園・スキッ
プに限定し各施設8回及び2回、計10回実施した。

B

②屋外遊び場の充実

子どもの遊び場の充実を図ります。

重点事業　15

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B） 事業目標（C）

目標値の性質

内容

②13回 ②20回
②10回
【10回】
（50％）

②8回
【10回】
（40％）

②9回
【10回】
（45％）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

目標

既存の取組を推進するとともに、安心安全な屋外遊び場の整備を検討します。

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （3）子どもの居場所・活動の充実

①30,208人
【32,200人】
（86.3％）

①31,901人
【30,500人】
（91.1％）

①34,785人
【32,000人】
（99.4％）

①②とも数値上昇型

6



②7回、587人

③1回、24人

④22園、450人

①～⑤まで数値維持継続型

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

子ども事業においては、子どもの感染状況が拡大する懸念もあり、
延期・中止となった事業も多くみられた。しかし、早い段階でオンライ
ン配信に切り替えたり、広いスペースを確保するなど、安心して参加
しやすい環境を作り出した。また、保育園ワークショップでは、コロナ
の影響により何度か延期になったが、感染防止のため人数制限を設
けたり、1日に複数回に分けて実施した結果、最終的に全園実施する
ことができた。

引き続き左記の取り組みを通して、子どもたちにアート体験を提供す
る。
保育園ワークショップについては、実施園が偏ることのないよう、選考
の際に配慮する。

B

引き続き左記の取組みを通して、子どもたちにアート体験を提供す
る。またコロナをきっかけに始めたオンライン配信などでは、これまで
参加できなかった子どもたちや保護者にも事業に参加するきっかけを
提供できたため、引き続き、効果的だった部分は継続していきたい。

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

NPO法人と協働し、未就学児向けの保育園ワークショップや夏休み
期間に気軽にアートに触れ合うイベントを開催した。コロナウイルス
感染症拡大防止のため、人数制限を設けたほか、オンライン配信な
どを行い、コロナ禍でもできる限り子どもたちがアートに触れ合う機会
を提供した。

⑤ぞうしがや
こどもステー
ション実施回
数、延べ参加
者数

B

B

②8回
参加者数432人

【340人】
（127％）

②８回、491人
【参加人数340人】
(83%　※人数で算

出)

②3回　　128人
【参加者数 640

人】

③5回、延べ98人
【参加人数延べ

125人】(408% ※人
数で算出)

③１回　　視聴
人数35人

【参加人数　30
名】

③ワークショッ
プ実施回数、
延べ参加者数

目標

内容

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （3）子どもの居場所・活動の充実

①活動・体験機会の充実

子どもの体験機会の充実を図ります。

子どもが文化や芸術、スポーツなど多様な体験ができる機会を提供します。

④20園、434人
【参加数 延べ
500人】(86%)

④20園、574人
【参加人数　延べ
500人】　(127% ※

人数で算出)

④20園　　549
人

【参加者数 延べ
500人】

④保育園ワー
クショップ実施
園数、延べ参
加者数

事業内容（D）事業目標（C）担当課（B）事業名（A）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①～③、⑤の鑑賞・参加型プログラムについては、コロナ状況であり
ながらもアーティストのマスクに装飾をするなどの演出をしました。ま
た、感染対策を徹底する一方で、段階的に参加人数を増やし、多くの
子どもとその家族にアート体験の場を提供しました。また、④の保育
園ワークショップでは、コロナの影響により何度か延期になったり参
加人数が減ったりしましたが、感染防止のため人数制限を設けたり、
1日に複数回に分けて実施した結果、最終的に全園実施することが
できました。

②鑑賞教室実
施回数、延べ
参加者数

①～③、⑤では、鑑賞・観劇の機会を提供するだけでなく、プロのアー
ティストによる音楽・ダンス・造形などのワークショップを通じて子ども
たちの個性と多様性を尊重するプログラムを引き続き実施していきま
す。
また、④保育園ワークショップについては、実施園が偏ることのないよ
う、選考の際に配慮いたします。

事
業
の
概
要

区とNPO法人が協働して、次代の文化の担い手である子どもたちを対
象に文化芸術に触れるワークショップ等のアートプログラムを展開しま
す。

子どもたちが多彩な文化芸術
が体験できる機会を提供しま
す。

文化デザイン
課
保育課

子どものための文化
体験事業
（計画策定時は「子ど
ものための文化体験
プログラム」）

目標（E）

重点事業　19

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

年度別実績及び達成度（H）

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

左記5つの取組に
ついて、同程度の
回数及び参加人
数を維持して実施
する。

目
標
管
理

目標値
（令和6年度）

（G）

計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

①演劇公演実
施回数、延べ
参加者数

①10回、2,056人

③2回
参加者数30人
【30人】（100％）

不要

①事業見直し
のためプログラ

ム廃止

①０回、０人※新
型コロナまん延防
止のため中止【入
場者数2,000人】

(0% ※人数で算出)

①視聴人数
6,077人

【入場者数
2,000人】

目標値の性質

⑤41回
参加者数849人

【1,000人】
（85%）

⑤37回、延べ540人
※一部オンライン

【延べ参加人数2,000
人】

（27% ※人数で算出)

⑤26回　623人
※一部オンライ

ン
【延べ参加人数

2,000人】

⑤54回、1,931人

必要
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①②とも数値上昇型

B

子どもの学習習慣の習得を
図るとともに居場所となる場
を提供します。

コミュニティソーシャルワーカーが関係機関や地域住民、ボランティア等
の協力を得て、公共施設において要支援家庭等の子どもの学習支援を
行います。

④学習支援の充実

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B） 事業目標（C） 事業内容（D）

コミュニティソーシャ
ルワーカーによる子
どもの学習支援

福祉総務課

目標

内容

令和4年度以降の取組の方向性（K）

①6回
【64回】
（9.2％）

①14回
【64回】
（22％）

①23回
【64回】
（35％）

②子どもの延
べ参加者数

②1,112人 ②1,400人
②58人

【1,370人】
（4.1％）

②61人
【1,377人】

（4％）

②190人
【1,384人】

（14％）

新型コロナウイルス感染症が収束するまでは、従来通りの方法で学
習会を開催することは困難である。コロナ禍でも、ボランティアと子ど
もたちの関係性が途切れることのないよう、学習会のあり方の見直し
や、定期的なお便りの発行等、工夫して取り組みを行っていく。

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部の学習会は開催
中止となった。
なお、コロナ禍でも支援が途切れることがないよう、オンライン学
習会を開催したり、月に1回お便りを発行し、返信ハガキを同封
することにより、ボランティアと子どもたちの関係性の継続に努
めた。

新型コロナウイルス感染症が収束するまでは、従来通りの方法で学
習会を開催することは困難である。コロナ禍でも、ボランティアと子ど
もたちの関係性が途切れることのないよう、学習会のあり方の見直し
や、定期的なお便りの発行等、工夫して取り組みを行っていく。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度

令和5年度以降の取組の方向性（K）

新型コロナウイルス感染症の影響により、一部の学習会は開催
中止となりました。
なお、コロナ禍でも支援が途切れることがないよう、対面開催以
外に、年7回お便りを発行し、内容によって返信ハガキを同封す
ることにより、ボランティアと子どもたちの関係性の継続に努め
ました。
また、学習会の場や返信ハガキで寄せられた子どもたちの意見
や要望は、積極的に学習会の企画内容に取り入れています。

新型コロナウイルス感染症が収束するまでは、従来通りの方法で学
習会を開催することは困難です。コロナ禍でも、ボランティアと子ども
たちの関係性が途切れることのないよう、学習会のあり方の見直し
や、定期的なお便りの発行等、工夫して取り組みを行っていきます。

令和5年度

B

B

必要

不要

目標値の性質

学習支援が必要な子どもに学習機会を提供します。

区による補習や民間団体による無料学習支援を実施します。

重点事業　24

令和6年度

①学習会実施
回数

①61回 ①65回

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

新型コロナウイルス感染症の影響により、学習会の大半が開催
中止となった。
学習会等の実施はできなかったものの、支援が途切れることが
ないよう、代わりとして、一部の学習会において、月に1回お便り
を発行し、返信ハガキを同封することにより、ボランティアと子ど
もたちの関係性の継続に努めた。

目
標
管
理

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （3）子どもの居場所・活動の充実

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度
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国の重点支援である「ヤングケアラー」の研修・豊島区児童相談
所開設に際し「豊島区児童相談所の概要・区児童相談所開設
後の子ども家庭支援センターの役割」について研修を開催した。
出張講座はコロナ渦も継続して開催した。

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M）

B

A

①1回
【2回】
（50％）

見直した理由（N）

ネットワーク研修をZOOMで行うことにより、１回目は実施した。
２回目はコロナが急増した時期と重なり実施できなかった。

令和5年度以降の取組の方向性（K）

引き続き、関係機関に児童虐待予防の取り組みを周知し、虐待の早
期発見、早期対応につなげる。区民向けや子ども向けの講座も検討
する。
ヤングケアラーの周知についても継続する。

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

コロナ禍のため、ネットワーク研修は予定していた2回を実施で
きなかった。出張講座に関しては、人数や会場を調整し、密にな
らない環境で実施した。

B
引き続き、関係機関に児童虐待予防の取り組みを周知し、虐待の早
期発見、早期対応につなげる。

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

①虐待防止
ネットワーク研
修開催数

①2回

引き続き、関係機関に児童虐待予防の取り組みを周知し、虐待の早
期発見、早期対応につなげる。ヤングケアラーの周知についても追加
していく。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

　②４４回
【４０回】
（110％）

①１回
【2回】
（50％）

①2回
【２回】

（100％）

②出張講座開
催数

目標値の性質

必要 ①不要　　②必要　40回
②関係機関の関心も高く、既に目標値を達成しているため
②が不要に変更(令和4年度変更）不要

目
標
管
理

令和6年度

②15回
②40回
【30回】

②30回
 【20回】
（75％）

①児童虐待防止対策・いじめ防止対策

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B） 事業目標（C） 事業内容（D）

子ども虐待防止ネット
ワーク

子ども家庭支
援センター

児童虐待の予防及び重篤化
の防止を図ります。

①児童虐待の予防・防止に関するネットワークの重層的整備を図りま
す。
②児童問題に関する各関係機関相互の調整とケース管理を行います。
③マニュアル等を教材とした職員研修の充実を図ります。

②４４回
【４０回】
（110％）

重点事業　29

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

目標

内容

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

①ー
【2回（毎年度回数
を維持）】

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （４）子どもの権利侵害の防止及び相談・救済

児童虐待やいじめの未然防止と早期発見に努めます。

児童虐待防止に関する普及啓発や親子の孤立化防止・子育て力向上の取組を推進します。
いじめ問題の解決に、地域全体で連携して取り組みます。

①数値維持継続型　　　　②数値上昇型
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必要

目
標
管
理

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度

学校経営や学級経営の根本として、年度当初から、全教職員の共通
の意識を高め、いじめを、「しない　させない　見逃さない」体制づくりを
推進する。
子どもスキップや家庭・地域においても、学校と一体的にいじめ対策
を推進できる体制づくりを推進する。

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M）

B

B

見直した理由（N）

・心理検査を区立小学校3年生～区立中学校３年生を対象に年
2回実施した。
学識経験者、保護者、学校、地域、関係機関からなるいじめ防
止対策委員会の開催【年3回】をした。
・学識経験者、弁護士、心理士、福祉の専門知識を有する者等
で構成するいじめ調査委員会の開催【年1回】をした。
・教員研修の実施（3 回）をした。
・「校内心のケア委員会」を全校に設置、アンケートに基づき教
職員による全児童・生徒との面談実施（3 回）をした。

不要

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

・心理検査を区立小学校3年生～区立中学校３年生を対象に年
2回実施した。
学識経験者、保護者、学校、地域、関係機関からなるいじめ防
止対策委員会の開催【年3回】をした。
・学識経験者、弁護士、心理士、福祉の専門知識を有する者等
で構成するいじめ調査委員会の開催【年1回】をした。
・教員研修の実施（3 回）をした。
・「校内心のケア委員会」を全校に設置、アンケートに基づき教
職員による全児童・生徒との面談実施（3 回）をした。

学校経営や学級経営の根本として、年度当初から、全教職員の共通
の意識を高め、いじめを、「しない　させない　見逃さない」体制づくりを

推進する。
令和４年度に作成したいじめ防止取組連携推進【デジタル版】の電子
データを活用し、子どもスキップをはじめ、家庭・地域、関係機関と学

校が一体的にいじめ対策を推進する協力体制を強化する。

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

学校経営や学級経営の根本として、年度当初から、全教職員の共通
の意識を高め、いじめを、「しない　させない　見逃さない」体制づくりを
推進する。
子どもスキップや家庭・地域においても、学校と一体的にいじめ対策
を推進できる体制づくりを推進する。

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

②いじめ防止
のための教員
研修の実施

②職層に応じ
   年3回実施

②職層に応じ
   年3回実施

②職層に応じ年３
回実施

【年３回】（100％）

②職層に応じ年3
回実施

【年３回】
（100％）

②職層に応じ年3
回実施

【年３回】（100％）

目標値の性質 ①②とも数値維持継続型

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

心理検査を区立小学校3年生～区立中学校３年生を対象に年2回実
施した。
学識経験者、保護者、学校、地域、関係機関からなるいじめ防止対
策委員会の開催をした。
学識経験者、弁護士、心理士、福祉の専門知識を有する者等で構成
するいじめ調査委員会の開催をした。
教員研修の実施（5回）をした。
臨時休業明けに「校内心のケア委員会」を全校に設置、アンケートに
基づき教職員による全児童・生徒との面談実施（３回）をした。
※委員会・調査・研修以外に、コロナ禍での長期休業明けの対応を
十分に行うことができたため。

B

①小学校　81.5%
   中学校　78.1%

【100％】

①小学校80.0%
   中学校90.9%

【100％】

事業内容（D）

いじめ防止対策推進
事業

指導課

児童・生徒が安心して学校生
活を送れるよう、いじめの発
生防止や早期発見のための
取組を推進します。

①学識経験者、保護者・学校・地域・関係機関からなるいじめ問題対策
委員会を開催します。
②必要に応じ、学識経験者、弁護士、心理士、福祉の専門知識を有する
者等で構成するいじめ調査委員会を開催します。
③児童・生徒に対していじめ実態調査を年3回実施し、定期的な実態把
握を行います。
④心理検査を実施し、個々の行動面や心情面から分析を行うとともに、
職層に応じた教員研修を毎年実施し、いじめの早期発見に役立てます。
※令和2年度より事業内容一部変更

①小学校　82.2%
　 中学校　96.8%

【100％】

令和5年度 令和6年度

①いじめの解
消率

①小学校　93.5％
　 中学校　90.2％

①小学校　100％
　 中学校　100％

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （４）子どもの権利侵害の防止及び相談・救済

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B） 事業目標（C）

重点事業　30

目標

内容

①児童虐待防止対策・いじめ防止対策

児童虐待防止に関する普及啓発や親子の孤立化防止・子育て力向上の取組を推進します。
 いじめ問題の解決に、地域全体で連携して取り組みます。

児童虐待やいじめの未然防止と早期発見に努めます。
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B

A

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

「子どもの権利委員会」を全4回開催し、その中で「子どもの権利
擁護センター（仮称）」も含めた「子どもの権利擁護制度」のあり
方について検討した。

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （４）子どもの権利侵害の防止及び相談・救済

事業目標（C） 事業内容（D）

「子どもの権利擁護セ
ンター(仮称)」の設置

子ども若者課
子どもの権利侵害を予防、救
済します。

虐待やいじめ、不登校、ひきこもり、多様な性自認・性的指向の人々、外
国人など、子ども自身からの相談に応じるために、子どもの権利擁護委
員を配置した子どもの権利擁護センターを設置・運営します。

重点事業　38

目
標
管
理

目標（E）
計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

目標

内容

①令和４年度中に
開設
【①令和3年度中
に開設】

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和3年度以降の取組の方向性（K）

子どもの権利に関する施策検証の中で既存事業の課題を整理しなが
ら、子どもの権利擁護のために既存事業の活用方法や連携方法を検
討していく。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和5年度以降の取組の方向性（K）

「子どもの権利委員会」を全４回実施し、令和５年９月に「としま
子どもの権利相談室」を設置する方向で進めていくこととなっ
た。また、子どもの権利に関する相談窓口として子どもの権利相
談員を令和５年度に設置することが決定した。

令和５年９月開設に向けて、拠点整備、相談室の運営方法や他の機
関等の連携方法等を整備し、周知を図る。また、開設後は、相談室で
相談を受けるほか、アウトリーチ型の相談を進める。

①必要 ①必要　　②不要
①令和５年度中に開設
①区の財政等や検討状況を踏まえ、開設年度を見直す。②不要

「子どもの権利委員会」を全3回開催し、その中で「子どもの権利
擁護センター（仮称）」も含めた「子どもの権利擁護制度」のあり
方について検討した。

②相談・救済体制の整備

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B）

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

B
子どもの権利に関する施策検証の中で既存事業の課題を整理しなが
ら、子どもの権利擁護のために既存事業の活用方法や連携方法を検
討していく。

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

①設置に向け
検討

①設置に向け
検討

①設置に向け
検討

【令和５年度中
に開設】

②相談件数

目標値の性質

①設置
①設置に向けて検
討中

②設置に向けて検
討中

②―
【②50件】

②－ ②－ ②－

①ー　　　　　　　　　　　②数値上昇型

虐待やいじめを受けた子どもの相談・救済を図ります。

子どもが相談しやすい体制を整備するとともに、被害を受けた子どもの保護を行います。
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B

A

計画策定時の現状
値（平成30年度）

（F）

目標値
（令和6年度）

（G）

年度別実績及び達成度（H）

令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標Ⅰ　「子ども権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」
　　　　　　  （４）子どもの権利侵害の防止及び相談・救済

B

内容

重点事業　39　

事業目標に資する
令和3年度の取組内容（I）

主管
課評
価

令和4年度以降の取組の方向性（K）

ジャンプでの巡回相談や個別相談を実施した。

事業目標に資する
令和2年度の取組内容（I）

②相談・救済体制の整備

事
業
の
概
要

事業名（A） 担当課（B） 事業目標（C） 事業内容（D）

子どもの権利擁護委
員相談事業

子ども家庭支
援センター

子どもの権利侵害の相談に
応じ子どもの救済、権利回復
を図ります。

子どもの権利侵害について相談に応じ、救済や回復のために支援をし
ます。また、権利侵害に関わる調査・調整を行い、関係機関等と連携を
図り、子どもの権利侵害を予防し、子どもの救済や回復に努めます。

目
標
管
理

目標（E）

目標値の性質

15件
【7件】
75%

12件
【13件】
60％

55件
【20件】
275%

令和5年度 令和6年度

権利侵害に関
わる活動件数

5件
20件
【10件】

目標

―

虐待やいじめを受けた子どもの相談・救済を図ります。

子どもが相談しやすい体制を整備するとともに、被害を受けた子どもの保護を行います。

令和3年度以降の取組の方向性（K）

必要
20件 中高生の権利侵害に関わる相談への関心が高まっているため。

目標値見直しの要否（L） 見直し後の目標値（M） 見直した理由（N）

引き続き、ジャンプでの巡回相談、必要に応じて個別相談を実施す
る。また、権利擁護センター（仮称）の設置検討においては、センター
設置後の出張相談の在り方についてもあわせて検討していく。

令和5年度以降の取組の方向性（K）

ジャンプでの巡回相談や個別相談を実施した。
権利擁護センター（仮称）の設置に合わせて子ども若者課へ主管移行
する。

不要

ジャンプでの巡回相談や個別相談を実施した。
権利擁護センター（仮称）の設置に合わせて、周知の方法等検討して
いく。

事業目標に資する
令和4年度の取組内容（I）

主管
課評
価

主管
課評
価
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子ども・若者総合計画と一体として策定している子どもの権利推進計画の実施

状況報告（令和４年度）作成について（補足） 

 

 

子ども・若者総合計画に基づく事業の進捗管理のため、毎年度事業の実施状況

調査を行い、子どもの権利委員会、青少年問題協議会において実施内容の検証を

している。子どもの権利委員会は目標Ⅰ『子どもの権利を尊重し、自分らしい育

ちを支援する』の取組事業に対して意見をいただいている。 

 

１、 令和３年度の実施状況報告に対する子どもの権利委員会からの主な意

見 

① 子どもたちがどう感じているのかを子どもたちに聞いたうえで、大人たち

の評価として実施することが望ましい 

② 豊島区の事業に対して子どもたちが自分たちの意見を聞いてもらえてい

るか、何らかの形でこちらが受け止めることができる仕組みづくりが今後

の課題 

③ 計画の評価検証をするときに可能な限り子どもの意見を反映させていく、

子どもの意見を踏まえて評価していくことが求められる 

 

 

２、 令和４年度実施状況報告作成についての改善点 

子どもの権利委員会などからの意見を踏まえた実施状況調査を行うた

め、以下の点を改善した 

① 調査の意味や子どもの権利とは何かを説明会で各課に周知 

② ７つの大切な子どもの権利を事業内容に取り入れられているかどうかと

いう視点で回答作成を依頼 

・子どもの権利を取り入れる工夫をしているか 

・子どもの意見や思いを事業に反映させているか 

・子どもたちに事業に参加してもらえるような工夫（広報）をしている

か など 

③ 子どもの権利委員会、青少年問題協議会の委員から出された意見を資料

として事業実施課に配布 

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
資料２ 補足
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次期子どもの権利推進計画への意見について（補足） 

 

 

１、子どもの権利に関する最近の状況 

 

子ども基本法 

令和５年４月１日施行 

【目的】 

全てのこどもや若者が将来にわたって幸せな生活ができる社会を実現す

る 

【６つの基本理念】 

①差別の禁止 

②適切に養育され健やかな成長や発達が保障されること 

③児童の意見が尊重されること 

④児童の最善の利益を考慮すること 

⑤こどもが心身ともに健やかに育成されるようにすること 

⑥子育てに伴う喜びを実感できる社会環境の整備 

 

子ども家庭庁 

令和５年４月１日発足 

【目的】 

こどもまんなか社会の実現に向けて専一に取組む独立した組織 

【基本姿勢】 

①こどもや若者の意見を年齢や発達の程度に応じて政策に反映 

②地方自治体との連携強化 

③NPOをはじめとする市民社会との積極的な対話・連携・協働 

       

子ども大綱 

令和５年１２月２２日閣議決定 

【目的】→別紙 

 

 

 

 

 

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
資料３ 補足
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２、子どもの権利に関する豊島区の取組について 

（１）子ども会議（実施状況調査 P３） 

 

（２）子どもの権利相談室 

 「豊島区子どもの権利に関する条例」を踏まえ、子どもの権利を保障

するため、子どもの権利侵害に関する相談に応じるための窓口として、

令和５年９月に「としま子どもの権利相談室」を設置しました。 

相談室では、子どもの権利相談員が子どもからの声や SOSを受け、権

利侵害にかかる相談を第三者機関となる子どもの権利擁護委員につな

げることで、権利を侵害された子どもの迅速かつ適切な救済を図ります。 

さらに、権利侵害にかかる適切な相談につなげていくため、子どもや

子どもに関わる大人が子どもの権利について、正しく理解できるよう、

「豊島区子どもの権利に関する条例」の趣旨や子どもの権利の普及啓発

を図っていきます。 

 

（３）子どもの遊び場    

子ども版「区民の声」（子どもレター）に寄せられた子どもからの意見

で多かった、「ボール遊びができる公園がほしい」「バスケットができる

場所がほしい」など、遊び場を作って欲しいという要望に応えるため、

子ども若者課、区民ひろば課、公園緑地課などの関係課が集まり「子ど

もの遊び場創成プロジェクト」を立ち上げ、区で持っている資源を活用

して子どもの遊び場の確保について検討しています。 

令和６年度は、区内の未利用地を活用して出張プレーパークなどを実施

する予定です。 
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３、豊島区の新たな動き 

（１）令和５年２月に児童相談所を開設したことにより、里親の認定や、児

童相談所に関わる子どもの権利擁護などについて専門的な見地から

検証する児童福祉審議会を設置しました。 

また、児童相談所に関わる子どもたちの権利擁護についての取組と

して、令和６年４月に施行する改正児童福祉法により、子どもの意見

聴取が児童相談所設置市の努力義務となることに伴い、豊島区も令和

６年度から児童相談所の一時保護所での意見聴取を実施していきま

す。 

 

（２）令和 6年度からこども家庭センターが発足します 

改正児童福祉法により、令和 6年度より児童福祉と母子保健の一体

的支援を更に強化することを目的に、全ての妊産婦、子育て世帯、子ど

もへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関として「こども家庭セン

ター」の設置に努めることとされています。 

豊島区では、母子保健分野と児童福祉分野が一体的に支援を実施でき

る仕組みについて検討を重ね、妊娠から出産・子育ての切れ目のない支

援体制を構築するため、こども家庭センターを令和６年４月の発足しま

す。 

 

（３）令和 6年度から障害児の児童発達支援センターが発足します 

     現在、西部子ども家庭支援センターで実施している、発達障害の相談 

や専門相談が増えています。 

     併せて厚生労働省は、児童発達支援センターの機能強化並びに地域 

の中核機能を強化する方針を掲げました。 

保護者からのニーズや国の方針も踏まえ、地域の中核施設としての 

役割をもつことが重要であると考え、令和 6年度から児童発達支援 

センターを設置して、区民のニーズに応えていきます。 

 



令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会

資料３
補足別紙





 

 

４豊子子発第１３２号 

令和４年６月３日 

 

豊島区子どもの権利委員会会長 様  

 

 

豊島区長 高野 之夫  

 

 

豊島区子ども・若者総合計画と一体として進めている「豊島区子どもの

権利に関する条例に基づく推進計画」の改定に係る諮問について  

 

豊島区子ども・若者総合計画と一体として進めている「豊島区子どもの権

利に関する条例に基づく推進計画」の改定について、貴委員会において専門

的かつ幅広い見地からご検討いただきたく、豊島区子どもの権利に関する

条例第３２条の規定に基づき諮問いたします。  

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会

資料３
補足別紙２



 

 

 

 

豊島区子どもの権利に関する推進計画の改定について（答申） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年（２０２４年）３月 

豊島区子どもの権利委員会 

 

  

事務局案 

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
資料３
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Ⅰ、子どもの権利推進計画について 

 

１、子どもの権利推進計画策定の根拠 

平成 18 年 4 月施行の「豊島区子どもの権利に関する条例」第 30 条に、 

「区は、子どもの権利に関する施策を、総合的に実行するために、次に掲げる事項について

推進計画を策定しなければなりません」と定めています。 

（１） 保護者等に対する子どもの養育支援 

（２） 子どもの健やかな育ちに対する支援 

（３） この条例に関する情報の発信や啓発 

（４） この条例に関する学習の機会の確保 

（５） 地域等における子どもの社会参加活動の啓発 

（６） 子どもにかかわる施設等におけるこの条例に定められた子どもの権利の保障 

（７） 児童虐待についての理解の普及及び防止 

（８） 子どもの権利侵害に対する相談、援助及び救済体制の整備 

（９） 前各号に掲げるもののほか、子どもの権利にかかわる施策 

 

２、計画策定の経過 

平成 30 年 3 月の第 1 回子どもの権利委員会で区長より計画策定の諮問がされ、 

令和２年２月に子どもの権利委員会からの答申により、令和２年４月から豊島区子ども・

若者総合計画と一体とした計画として策定されました。 

現在の子どもの権利推進計画の計画期間が令和６年度末に終了することに伴い、令和４

年５月に区長より子どもの権利推進計画の改定について諮問があり、今期の子どもの権利

委員会で検討してまいりました。 

 

３、豊島区子ども・若者総合計画における子どもの権利推進計画の位置づけ 

 豊島区基本計画の子ども若者福祉分野の計画として位置付けられていて、且つ社会福祉

法の規定に基づいて策定される「豊島区地域保健福祉計画」の子ども分野の計画として位置

付けられている「豊島区子ども・若者総合計画」と一体として策定されています。 

 関連計画との関係は下記図表のとおりです。 

 



2 

 

 

 

４、豊島区子ども・若者総合計画の中での子どもの権利推進計画の主な項目 

子どもの権利の理念は子ども・若者総合計画により実施する全ての施策の基礎となるも

のですが、その中でも子どもの権利推進計画としての主な取組みとして、以下の取組の方向

性に基づき具体的な事業を進めています。 

目標Ⅰ「子どもの権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」 

取組の方向性 

（１） 子どもの権利に関する理解促進 

（２） 子どもの意見表明・参加の促進 

（３） 子どもの居場所・活動の充実 

（４） 子どもの権利侵害の防止及び相談・救済 

 

 

５、子どもの権利推進計画の進捗状況の検証 

現行の子どもの権利推進計画の取組は、子ども・若者総合計画の一部として豊島区青少

年問題協議会で進捗状況に関する検証をしているとことですが、 

子どもの権利委員会では、子どもの権利に関する条例に基づく計画及び施策の検証をす

るため、子ども若者総合計画の、目標Ⅰに属する事業について、令和３年度、令和４年度

の実施状況の検証をいたしました。 

（１） 主な事業の主管課評価と委員の主な意見 ⇒別紙１ 

 

（２）子どもの権利の視点での実施事業の検証  

・今期の子どもの権利委員会では、実施事業の令和３年度の進捗状況を報告した際に、「子



3 

 

どもに意見を聞いて事業の評価をしているのか」「コロナ禍で実施状況はどうであったか。

どのような工夫をして実施したのか」という意見が多かったため、青少年問題協議会によ

る実施事業の進捗の検証とは別に、子どもの権利の視点で事業実施をしているか、子ども

の権利保障に関する項目に属する事業について、再度実施状況調査を行い、各課の報告に

対して意見を出し、今後の事業実施への参考として貰うこととした。 

○実施状況調査の質問内容 

 ・各事業について、以下の視点で実施できているか、具体的な実施内容を再調査した 

（１） 子どもたちからの意見をどのように取り入れているか 

（２） 子どものたちの意見や思いを事業に反映しているか 

（３） 多くの子どもへ事業を知ってもらうため、広報・周知についてどのように取組

んでいるか 

（４） 子どもたちが事業に参加もしくは利用してもらうため、広報・周知について工

夫をしている点 

（５） 新型コロナウィルス感染症の影響下等で事業継続に支障をきたしたこと 

（６） 事業継続に支障をきたしたことを改善するため工夫して取り組んだ点や特に力

を入れたこと。 

●重点事業の実施状況と委員からの主な意見 ⇒別紙２ 
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Ⅱ子どもの権利に関する推進計画の改定に係る諮問に対する答申 

 

１、 子ども・若者総合計画（子どもの権利推進計画）の改定について 

（１）計画期間 

・現在の計画         令和２年度～令和６年度までの５年間 

・改定後の次期計画（予定）  令和７年度～令和１１年度までの５年間 

 

（２）計画改定の主な予定 

 ○令和５年度   

   区民ニーズ調査、ヒアリング調査、調査結果の分析 

○令和６年度 

計画案の検討、計画事業の庁内調査、計画案の作成、 

パブリックコメントの実施、計画書の印刷 

 

（３）計画案の策定を検討する会議体 

検討組織 検討事項 

青少年問題協議会 ○豊島区子ども若者総合計画全体の検討 

子どもの権利委員

会 
○子どもの権利推進に関する計画の検討 

子ども・子育て会

議 
○子ども・子育て支援事業計画に関する検討 

 

２、子どもの権利委員会が計画改定に向けて検討した事項 

  子どもの権利推進計画の改定は令和５年度・６年度の２年間で行う予定であるが、今期

の子どもの権利委員会は令和５年度末が委員の任期となることから、計画改定に向けた検

討は、令和５年度に実施する区民ニーズ調査、ヒアリング調査項目を検討しました。 

   

（１）子ども・若者総合計画改定のための区民調査の概要 

①目的 

 下記を把握し、計画策定の基礎資料とする。 

ア 計画策定に必要な、子育て家庭や子ども・若者の生活実態、子ども・若者及び、地 

域の子ども・若者・子育て家庭を支援する団体や、子ども施設職員の意識 

イ「子ども・子育て支援事業計画」策定に必要な幼児教育・保育等の利用状況と利用意 

向 

※子どもの権利推進計画に関する調査は①の部分となる 
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②調査対象 

 ア 区民調査 

  調査票種類 対象者 件数 
H30 
回収
率 

1 

保護者 

就学前児童保護者 0～5歳の子どもの保護者 1,500件 49.2 

2 小学生保護者 6～11歳の子どもの保護者 1,500件 47.3 

3 中学・高校生等保護者 12～17歳の子どもの保護者 1,500件 36.3 

4 
子ども 

若者 

小学校 4～6年生  上記 2の世帯の 9～11歳の子ども本人 750件 37.2 

5 中学生・高校生等 上記 3の世帯の子ども本人 1,500件 30.3 

6 若者 18歳～29歳の若者本人 1,500件 20.1 

   合計 8,250件 36.7 

※ 対象者は、住民基本台帳から無作為に抽出 

 

イ 子ども施設職員・地域団体等調査 

 調査票の種類 対象者 件数 
H30
回収
率 

1 子ども施設職員 保育園、幼稚園、小中学校、子どもスキップ等の職員 300件 90.7 

2 地域団体等 町会長、民生・児童委員、保護司、青少年育成委員等 350件 60.5 

  合計 650件 74.5 

 

③調査項目の検討 

 平成 30年度に実施した『豊島区子どもの実態・意識に関する調査』及び国から示される

予定の子ども・子育て支援事業計画量の見込みの算出の手引きの内容等を踏まえ、調査項目

を検討する。 

 調査項目は青少年問題協議会、子どもの権利委員会、子ども子育て会議及び行政で調整し、

決定する。青少年問題協議会においては、専門委員会を設置して検討する。 

  

④調査方法 

郵送による配布及び回収。WEB 回答にも対応する。調査は 11 月頃に実施し、調査期間は

2週間程度、回収締切 1週間後にお礼状兼督促ハガキを送付する。 

 

⑤調査票の外国語対応 

調査票については、英語、中国語、韓国語、やさしい日本語版を各数部ずつ用意し、希望

者に子ども若者課窓口にて配布できるようにする。 
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⑥ヒアリング調査 

 区職員等による、子ども施設での子どもに対するインタビューと、障害、不登校、性的マ

イノリティ（多様な性自認・性的指向の人々）外国ルーツ等の支援団体等での子ども・若者

へのヒアリングを行う。 

 

（２）子どもの権利委員会における検討内容 

子どもの権利委員会では、「豊島区子ども若者総合計画」（令和 2年～令和 6年）の目標Ⅰ

に掲げている「子どもの権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する」に紐づく「①子どもの

権利に関する理解促進」「②子どもの意見表明・参加の促進」「③子どもの居場所・活動の充

実」「④子どもの権利侵害の防止及び相談・救済」の取り組みの成果および実態が本調査で

把握できる質問項目となっているかチェックする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇各調査票への委員の主な意見 

・ 

・ 

・ 

・ 

〇最終的な調査票の主な内容 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

 

 

※豊島区子ども若者総合計画ｐ58 より抜粋 

ここに列記している取組の成果および実態が把

握できる質問項目となっているかどうかチェック！ 

作 成 中 

作 成 中 
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（３） 区民アンケート調査結果（速報値、単純集計） 

①回収率 

 

②前回の回収率との比較 

  調査票種類 対象者 件数 
H30 

回収率 
R5 

回収率 

1 

保護者 

就学前児童保護者 0～5歳の子どもの保護者 1,500件 49.2 54.4 

2 小学生保護者 6～11歳の子どもの保護者 1,500件 47.3 43.8 

3 
中学・高校生等保

護者 
12～17歳の子どもの保護者 1,500件 

36.3 30.3 

4 
子ども 

若者 

小学校 4～6年生  
上記 2 の世帯の 9～11 歳の子ど

も本人 
750件 

37.2 28.4 

5 中学生・高校生等 上記 3の世帯の子ども本人 1,500件 30.3 21.9 

6 若者 18歳～29歳の若者本人 1,500件 20.1 18.7 

   合計 8,250件 36.7 33.5 

 

 

（４）子どもの権利に関する質問の回答状況 ⇒調査結果から権利関係を抜粋 

 

 

 

（５）現在の計画の進捗を測る指標に対する調査回答状況 ⇒別紙３ 

 

 

 

 

調査票種類 対象者

就学前児童保護者 0～5歳保護者 1,500 816 54.4%

小学１～３年生保護者 750 376 50.1%

小学４～６年生保護者 750 281 37.5%

中学生保護者 750 246 32.8%

高校生保護者 750 209 27.9%

小学４～６年生本人 750 213 28.4%

中学生本人 750 180 24.0%

高校生 高校生本人 750 148 19.7%

若者 18～29歳若者 1,500 280 18.7%

地域団体等 350 220 62.9%

区施設職員 300 278 92.7%

計 8,900 3,258 36.6%

中高生保護者

小中学生

配布数 回収数 回収率

小学生保護者 1,500 657 43.8%

作成中（権利に関する質問の回答のうち、いくつかを抜粋して掲載） 
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（６）回収状況、回答状況に対する主な意見 

 

 

 

  

2 月 29 日の子どもの権利委員会での意見を反映します 
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２、 次期子どもの権利に関する推進計画への答申 

 

（１） 子どもの権利に関する豊島区の取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 次期計画でさらに推進していくために必要なこと 

 

・子どもの権利についての広報・周知（特に大人への周知）について 

 

 

・子どもの意見表明について 

 

 

・子どもの居場所・遊び場の充実について 

 

 

・子どもの権利侵害の防止及び相談・救済について 

 

 

・子どもの権利推進全体について 
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主な事業の主管課評価と子どもの権利委員会からの意見  

 

 

〇子どもの意見表明・参加の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施状況   

令和 3年度 令和 4年度以降の 

取組の方向性 実績 取組内容 主管課評価 

①16 人 

②0件 

会議 6 回、意見発表会 1

回を開催した。コロナ対策を

講じた上で、対面でのワーク

ショップ形式で実施した。ファ

シリテーターとして、テーマに

関係する部署の若手職員に

参加してもらうことで議論をふ

かめることができた。 

B 

区立小中学校、区内高等学校の児童・生徒向けに募集

用チラシを配布し、事業の広報・周知に努めるとともに、定

員の拡大を図る。 

引き続き、関係部署の職員をファシリテーターに迎え、活発

な話し合いができるようにアシストしていく。 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・内容が子どもの権利にどのようにリンクしているのかを検証項目として挙げているとよ

い。 

・意見表明や参加は、子どもたちにとって一番大事なところだと思います。「子どもの意見

表明権がきちんと保障されている豊島区になっているのか。」という、大事なところだけで

も子どもたちがどう感じているのかを子どもたちに聞いたうえで、大人たちの評価として

やるという形にできることが一番望ましいかと思います。 

・豊島区の事業に対して子どもたちが自分たちの意見を聞いてもらえているかを何らかの

形で、こちらが受け止めることができる仕組みづくりも今後の課題として必要だと思いま

した。 

・必要な視点としては、何のためにするのかという参加の意味とか目的を子どもにわかりや

すく事前に説明するのは必須です。そのうえで話をしたあとに、話し合った内容を、どう次

に、何に活かしたかまでの視点を含んで子どもの参加です。 

別紙１ 
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・評価をするにあたって子どもの評価を聞いているのかという視点も本当に大事です。これ

からどれくらいそれができるのか、できる限り求めたいと思います。 

・計画の評価検証をするときに可能な限り子どもの意見を反映させていく、子どもの意見を

踏まえて評価していくことが求められる 

 

〇子どもの権利侵害の防止及び相談・救済 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施状況   

令和 3年度 令和 4年度以降の 

取組の方向性 実績 取組内容 主管課評価 

①小学校 81.5% 

中学校 78.1% 

②職層に応じ年３回実

施 

・心理検査を区立小学校 3 年生～区立中学

校３年生を対象に年 2回実施した。 

・学識経験者、保護者、学校、地域、関係機

関からなるいじめ防止対策委員会の開催【年

3回】をした。 

・学識経験者、弁護士、心理士、福祉の専門

知識を有する者等で構成するいじめ調査委員

会の開催【年 1回】をした。 

・教員研修の実施（3回）をした。 

・「校内心のケア委員会」を全校に設置、アンケ

ートに基づき教職員による全児童・生徒との面

談実施（３回）をした。 

B 

学校経営や学級経営の

根本として、年度当初か

ら、全教職員の共通の

意識を高め、いじめを、

「しない させない 見逃

さない」体制づくりを推進

する。 

子どもスキップや家庭・地

域においても、学校と一

体的にいじめ対策を推

進できる体制づくりを推

進する。 

 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・豊島区の教育委員会のいじめ防止対策委員会の委員で、年に何回か報告を受けています。 

豊島区はいじめの発見が早いです。うまく工夫をして地域とも連携をとって早期に解決し

ていて、さらにどうすればよいか議論をしています。子どもの権利の観点からさらにプラス

するなら、子どもが主体的にいじめ問題を解決する仕組みづくりが必要で、実際は豊島区も

そういう意識でやっています。 
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令和 3年度 令和 4年度以降の 

取組の方向性 実績 取組内容 主管課評価 

①1回 

②44 回 

①ネットワーク研修を ZOOM で行うことによ

り、１回目は実施した。２回目はコロナが急

増した時期と重なり実施できなかった。 

②前年度に引き続き、関係機関職員向け事

例等を用いた児童虐待防止勉強会を密にな

らない環境で実施した。 

B 

引き続き、関係機関に児童虐待

予防の取り組みを周知し、虐待の

早期発見、早期対応につなげる。

ヤングケアラーの周知についても追

加していく。 

 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・子ども虐待防止ネットワーク事業の令和 4 年度以降の取組の方向性で要支援家庭の支援

を行っていくとありますが、例えば、そこに子どもが話しやすい環境を確保して子どもの話

を聞いていく、子どもが話をしにくい場合には意見表明を支援する人を配置するなどして、

子どもの想いを聞き反映させていくという視点もあると良いと思いました。 

・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

主な事業の主管課評価と子どもの権利委員会からの意見 

目標 子どもの権利を尊重し、自分らしい育ちを支援する 

① 子どもの権利に関する理解促進 

 

子どもの権利保障に関する項目についての取組 

 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・区から「リーフレットを配った、広報紙に載せた。」という一方通行になってしまってい

ますが、子どもたちと地域の方と区とが一体となって小さなことから情報発信にトライす

ることで、他の人も「自分もやってみたい。」と拡がっていく形になるとより素敵だなと思

いました。 

・普及啓発と言っても、授業やパンフレットで教えるのは片手落ちだと思います。具体的な

活動をしながら、子どもだけでなく大人も子どもの権利について理解していかなくてはな

らないと思います。 

・子どもは、行使する権利があるだけであって、それを守るのはやはり大人側で、大人に対

する普及啓発活動がこの中で明確に書かれていないところに問題があるかなと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
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子どもの権利保障に関する項目についての取組 

 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・権利学習プログラムですが、今年度は複数の小学校に私が出向き実施しています。子ども

たちからの反応も良く、私自身楽しくやっております。これから実施校数を増やすにあたり、

まだ中学校でやっていないことと、現時点で、この授業は一方的に私が話すことが中心とな

っています。その時に担任の先生も聞いてくださっているので、子どもたちが主体的に考え

て発信できる授業を、私の話を理解した担任の先生とタイアップをして、もう一つ別の授業

としてできないかなと考えています。 

 

 

② 子どもの意見表明・参加の促進 
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子どもの権利保障に関する項目についての取組 

 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・としま子ども会議は、子どもたちにとって自分の権利や意見表明を実感できる大切な場に

なっていることを実感しました。 

事業の評価のときに、数値や開催回ももちろん大事なのですけど、子どもたちひとりひとり

に響いているという成果を本当は書きたいところですし、数字には出ない子どもたちの変

化を私たち大人の側がきちんとキャッチして、豊島区は取り組んでいるということ、変わっ

てきているということに繋がると良いと思います。 

・としま子ども会議も子どもの参加促進とありますが、子どもは「参加しないといけないの

か。」という義務感を感じるところもあります。むしろ、参加の支援という形で、参加でき

る環境をどう作っていくかの支援体制を作ることが大事だと思います。 

・意見表明権よりも「ヒア・バイ・ライト」 といって、「意見を聞いてもらえる権利」とい

う言葉もあり、そのほうがしっくりくると思います。意見を言わないことも子どもの権利で

あり、意見を言いたいときには言えるという機会を確保するということの観点がもう少し

出て欲しいという意味で、「参加の促進」というよりも「参加の支援」というふうに、言葉

を変えられると良いと思いました。 

・私たちのような年齢が離れている人に子どもたちが意見を言うのは難しいと思うので、大

学生や若い人が意見を聴取する側になる制度はあるのでしょうか。 

・病気で外に出られない子や、ヤングケアラーの子、そういう子たちために、配付している

タブレットを活用し、子どもがいつでも言いたいときに意見を言えるような環境を作れな

いでしょうか。 
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③ 子どもの居場所・活動の充実 

 

子どもの権利保障に関する項目についての取組 

 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・私は今、民生委員で児童福祉部会をやっており、各学校の実情を出し合うと、中学生の不

登校がものすごく多いことに驚いています。そういう子たちが、ジャンプのようなところが

あって、自由に来られるということになればとても助かるのではないかなと思うのです。子

ども達にとって、学校の中の施設では、言いたいことを自由に言うということは難しいと思

います。ジャンプ、スキップといった学校から離れた施設だからこそ本音が言えるというこ

ともあるかと思います。 
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④ 子どもの権利侵害の防止及び相談・救済 

 

子どもの権利保障に関する項目についての取組 

 

【子どもの権利委員会からの意見】 

・これから権利擁護センターが始まって、児童相談所が保護していない、お母さんのもとで

は安全だけれど、お父さんとお母さんの関係がきっかけで人生が大きく変わってしまい、今

後どうなるんだろうという子どもにも、児童相談所とはまた違う立場からお子さんの権利

を今後どうするかということを、児童相談所と子育て支援課、女性相談事業、権利擁護セン

ターとの連携がうまく取れていけばいいと思います。今後の取組みが進んでいったときに、

そのプラス面も評価できるようになると、より素敵だなと思いました。 

 

 

●全体に対する意見 

・実施可能かどうかを大人の都合で取捨選択していないかどうかというところも、子どもの

参加を大事に育てていくための大事な視点だと思います。大人が安易に評価をしていない

かどうか、つまり、子どもが大人の意向を忖度した意見を言っていないかどうかを大人が意

識して配慮し、どんな意見でもまず受け止めるということを私たちが確認する必要がある

ことが、子どもの参加を進めて行く以上は大事なところだと思います。実施不可能であれば

その理由に子どもが納得しているか丁寧に対話しながら進めて行くところだと思います。 

・全体に共通することとしては、意見表明の反映の手続き上でどういう配慮がされているの

かというところを確認していくことですね。この事業はこういうタイプのお子さんが来ら

れる居場所、この事業はこの世代のこういうニーズを持っているお子さんが来られる場所、
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といった、俯瞰図として考えてみると、小さい子どもには必ずしも意見表明はできないわけ

ではないということ、ある特定の年齢層やタイプのお子さんのことが抜けていることも見

えてくることがあるかもしれないと思いました。 

・外国籍の親子が豊島区でも増えているのですが、そういったことをする事業の項目がない

ので、早めに取り上げていく必要があるのではないかと思いました。 
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令和５年度としま子ども会議「報告会」について 

 

１ 概要  

としま子ども会議は 「豊島区子どもの権利に関する条例第２０条第４項」に基づき、

令和２年度から実施している。令和５年度は４つのテーマごとのチームに分かれ７月から

８月に調査・検討を行い、8 月 20 日（日）に本会議場で参加者一人一人から区政に

関する提案を発表する「意見発表会」を行った。 

 令和５年度は新たな取組みとして、子どもたちからの提案について区が検討した内容を、

子どもたちへ報告する「報告会」を実施した。 

 

２ 目的  

 子どもたちの提案に対して豊島区の検討状況を報告する場を設けることで、子どもたちに

意見提案することの意義を理解してもらい、子どもの意見を区政に反映させることを目的と

する。 

 

３ 日程  

 日時：令和 6年 1月 21日（日） 午後３時 30分から５時 15分 

 会場：豊島区議会本会議場 

 

４ 当日の参加者  

 令和 5年度「としま子ども会議」参加者  ※当日参加者 13 名 

 高際区長、天貝副区長、金子教育長、池田議長、星子ども文教委員長 

 

5 今後について  

・今年度のとしま子ども会議の活動内容について 3月に実施報告書を HP に公表する。 

・子どもたちが発言しやすいよう子どもたちをサポートする。 

・子どもからの提案に対して子どもの視点に立った職員の分かりやすい説明など、実施方

法を見直し、来年度も継続して実施していく。 

子 ど も 文 教 委 員 会 

6.2.27 子ども家庭部子ども若者課 

令和6年2月29日

第３期第７回　豊島区子どもの権利委員会
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6 テーマごとの提案と報告（一部抜粋） 

障害のある方への理解促進（保健福祉部障害福祉課） 

子どもからの提案・意見 障害福祉課からの報告 

障害のある方についての YouTube を子ども向けに

したい。 

子どもたちが障害のある方へインタビューをし、その様

子を VTR にまとめて、としまテレビの番組の中で放

映、YouTube にも公開することを報告。 

「子どもの権利」について知ろう！広めよう！（子ども家庭部子ども若者課） 

子どもからの提案・意見 子ども若者課からの報告 

学校で子どもの権利に関する壁新聞をつくりたい。 提案した児童が所属する学校で、来年度の６年

生の授業に、子どもの権利についての壁新聞をつく

る授業をしてもらえることになったことを報告。（提案

した児童は現在小学校５年生） 

行きたくなる学校について（教育部庶務課） 

子どもからの提案・意見 庶務課からの報告 

給食の食べ残しを減らしたい。 不人気メニューは同じ材料を使って別のメニューに

改善すること、食べる楽しさや栄養について学ぶ機

会をつくり、「食」に興味を持ち、楽しみな時間となる

ような企画を栄養士の先生と一緒に考えることを報

告。 

放課後の過ごし方について（教育部放課後対策課） 

子どもからの提案・意見 放課後対策課からの報告 

ジャンプのような中高生が遊べる居場所を増やして

ほしい。 

ジャンプを今すぐに増やすことは難しいが、中高生が

やりたいことをジャンプ以外の場所でも実施できるよ

うに、ジャンプの利用者会議などで子どもの意見を

集める。地域で活動する団体や「チームとしま」など

でそれらの意見を伝えて協力者を探すことを報告。 

 

報告会で発言する参加者 報告会集合写真 
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